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午前１０時００分 開議

○議長（馬場騎一君） 出席議員は定足数に

達しておりますので、２日目の本会議を開き

ます。

議事に入る前に、去る２７日に設置されま

した予算審査特別委員会及び条例等審査特別

委員会の２特別委員会の委員長、副委員長の

互選の結果を報告します。

予算審査特別委員会委員長山本弥一委員、

副委員長西村盛男委員、条例等審査特別委員

会委員長春日洋子委員、副委員長鈴木重正委

員とそれぞれ決しました。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 市政に対する一般質問

○議長（馬場騎一君） 日程第１ 市政に対

する一般質問を行います。

お手元に配付しております一般質問一覧表

のとおり進めます。

１７番山本弥一議員の登壇を願います。

○１７番（山本弥一君） 市民クラブの山本

弥一であります。通告に基づきまして、ただ

いまより一般質問をいたします。

まずはじめに、政治姿勢問題からでありま

す。

市長は、このたび実施されました三沢市長

選挙において、２期目の当選を果たされたと

ころであります。

政治はすべて結果責任でございます。政治

を志す者は、常に公約に対して誠実でなけれ

ばならないことは言うまでもありません。し

かし、いかに誠実であっても、自分を正義と

過信し、強気であっては、判断ミスにつなが

るおそれがあると同時に、組織を滅ぼす場合

があることを、この際、まず肝に銘じておく

ことも大変重要であります。

本日は、このことを踏まえ、質問させてい

ただきます。

ますはじめに、政治姿勢問題の１点目、２

期目の抱負についてお伺いをいたします。

市長は、２期目の立候補に当たって、三沢

市総合振興計画の具現化に努力するととも

に、市民とともに歩む協働のまちづくり、い

わゆる市民参加型の政治を公約として有権者

に訴えてまいりました。

我が国は、今、政治や経済、そして社会全

体が大きな変革の時代を迎えています。とり

わけ、２１世紀のまちづくりの課題の一つ

は、地方の活性化であると言われているとこ

ろであります。

それゆえに、地方自治体は、今後、中央依

存から離脱を目指し、地方と世界が１対１の

関係を持って、多様化と個性化へアプローチ

しながら、直接、国際的にも関係を持ってい

くことが、地方都市活性化への大きな原動力

となると考えるものであります。

よって、リーダーに求められるのは、柔軟

な頭脳と積極的な行動であります。

本市は、明るい国際感覚にもなじみやす

い、独自の住民性をはぐくむ反面、基地経済

依存型の生活意識に浸っている面もまだ少な

くありません。さらに、いまだに個別の目的

追求にウエートをかけている状況で、まちづ

くりの協働性や連帯性の意識に欠けるところ

があります。

今こそ２１世紀の新しい時代に合致した、

いわゆる真の国際的に開かれたまちづくりを

目指すことが、本市が世界にも通ずるワール

ドシティーになり得ると信ずるものでありま

す。

市長の目指す三沢市総合振興計画がスター

トを切って、早いもので４年目を迎えまし

た。この三沢市総合振興計画の実現は一大事

業であります。そこには、毅然とした都市経

営理念と地域振興を図る使命感がなければな

りません。

また、計画の具現化も、本市の国際色を生

かしたまちづくりに向け、市民と行政が一体

となって創意工夫を凝らし実行する、いわば

協働作業であると深く認識するものでありま

す。

そこで、市長は、この４年間の任期中に、

三沢市総合振興計画の具現化に当たり、何を
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優先させ、市民の目でわかる形で、その取り

組みを図るのか。市長の２期目に当たっての

抱負を市民も期待を寄せておりますので、ま

ずはじめに答弁を求めるものであります。

次に、政治姿勢問題の２点目、市民ととも

に歩む行政の取り組みについてお尋ねをいた

します。

市長は、市民とともに歩む行政、いわゆる

市民参加の行政を目指すことを公約されてい

ます。しかし、これまでの取り組みを見ると

き、真の意味でまだまだ不十分と言わざるを

得ません。

よって、三沢市総合振興計画の具現化に当

たっては、多様な創造能力を持つ市民を巻き

込んで、発想の誘致へと、これまでの視点を

切りかえるべきであります。

なぜならば、特に近年、ハード面からソフ

ト面へと社会が変化しつつあり、行政は、こ

の現実に対し、より適応した市民ニーズへと

適切な対応が求められてきているからであり

ます。

これまでの市民参加は、どちらかといえば

政策形成に主眼が置かれてまいりました。近

年は、執行段階での市民参加が市民から強く

求められてきているところであります。

市長が目指す「人とまち みんなで創る

国際文化都市」の市民参加のまちづくりは、

地域の総合的な視点からなされるものであ

り、市民参加の推進は、これまで以上の総合

的な行政システムの確立が図られる一方、本

市の独自の行政を展開することがかぎとなり

ます。

私は、この政策執行過程での市民参加に行

政自体が積極的に道を切り開くことにより、

もっと深い民主的な地方自治の公務改革につ

ながると思っております。

つまり、執行過程でこそ、市民と行政の協

働化が図られ、行政サービスの消費者として

の一般的な市民の考えの反映や潜在能力の発

揮への場もここにあり、まさに行政のプラン

偏重主義の打破に必ずやつながるものと確信

を申し上げます。

市長の目指す市民を主体とした自治をさら

に身近なものに持っていくためにも、その方

向性を示し、市民の各階層に開かれたシステ

ムにして、市民と行政が一体となって、住民

が自由に参加できる政策の執行過程における

市民参加を確立して、各種事業に取り組むべ

きであります。

市民参加型のまちづくりは、代表民主主義

制にかわるものではありません。また、万能

でもございません。だが、地方自治を育てる

ものであると認識をいたすものであります。

本市の三沢市総合振興計画の実現に向け、

執行過程での市民参加が伴ってこそ、真の意

味の市民とともに歩む行政に必ずやつながる

ものと思います。

本市の行政自身がより開かれた行政を目指

し、不断の努力が強く要請されている現在、

広い範囲にわたる市民参加型のシステムを展

開し、三沢市総合振興計画の具現化に取り組

むべきと思うが、市長の答弁を求めるもので

あります。

次に、地域防災問題であります。

去る３月１１日、地震の規模がマグニ

チュード９という未曾有の巨大地震が東日本

を襲いました。この東日本大震災の被害は、

東北から北関東まで広範囲に及ぶ甚大なもの

で、地震による大津波によって幾つものまち

が丸ごと消えるなど、悲惨きわまりない惨事

であります。

我が国は地震国であり、災害は忘れたこ

ろ、時も場所も選びません。まさか今回の大

震災が起きるとは、多くの被災者は思って

も、あるいは考えもしなかったでありましょ

う。

近年、地震が日本列島の各所で頻繁に起

き、次は自分の住んでいるところかと、他人

ごとではなくなってきています。市民も次の

大災害にどう備え、実際に起きたらどう対応

すればよいかと不安の思いで生活していま

す。

本日は、このことを踏まえ、幾つか質問さ

せていただきます。
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その１点目、防災計画の課題と被害額及び

復旧・復興プランについてお尋ねをいたしま

す。

東日本大震災発生から３カ月半、２万３,

０００人以上の死者と行方不明者に加え、ま

だ先行き不透明な原発問題など、震災のつめ

跡深い一方で、復旧から復興に向けた動きも

本格化してきています。

毎年９月１日は防災の日であります。これ

は、大正１２年９月１日に関東大震災が発生

し、死傷者約２４万６,０００人を出した大

震災の惨事を教訓として、防災意識を高めよ

うと昭和３５年に制定されました。

この教訓も時代の流れとともに風化してき

たが、ところが、平成７年１月に起きた阪

神・淡路大震災で６,０００人を超す死者を

出しました。

国と地方公共団体が、災害発生時の対応が

後手に回り、救援や支援等がおくれたことか

ら、これを契機に各府県や市町村でも防災対

策の見直しを行い、地震発生を予想した被害

想定や、地形や建物、そして、交通などの基

礎データを収集し、道路の橋や火災などの被

害を予測し、国の災害対策基本法の趣旨に

沿って、地域防災計画を策定してきていると

ころであります。

しかし、このたびの東日本大震災で、本市

においても２名の命と、漁港施設をはじめ民

家等にも大きな被害をもたらしました。今回

のような自然災害を人災にしないためにも、

地域防災の取り組みの強化と心構えを備えた

いものであります。

そこで、このたびの東日本大震災を受け、

本市の防災計画に沿って防災機能が発揮され

たのか。はたまた、想定外の問題がなかった

のか。そして、今後の本市の震災の復旧と復

興計画等について答弁を求めるものでありま

す。

次に２点目、防災計画の見直しについてお

尋ねをいたします。

今回の歴史的な大震災は、巨大津波の襲来

の被害にとどまらず、大規模な停電や燃料不

足などのさまざまな要因が絡み合い、本市の

防災計画ですべて対応ができたのかを問われ

ております。特に、大規模停電で情報伝達に

大きな影響を与え、対策の強化を望まれてお

ります。

このたびの東日本大震災を受け、南部地方

の各自治体で既存の防災計画での対応に限界

があったことから、地域防災計画の見直しに

向けた動きがあると聞き及んでいるところで

あります。

本市においても、既存の防災計画の見直し

に向け、職員の動員や配備態勢及び情報の収

集や伝達体制をはじめ、収容や物資の調達態

勢並びに災害物資の備蓄や、飲料水及び生活

用水の確保等、指定避難場所等、細部にわ

たって総点検を加え、万全を期することは言

うまでもありません。

さらに、被害を想定した地震や津波、水害

や高潮等の個別の防災点検を実施し、備えあ

れば憂いなしの防災体制の確立を願ってやみ

ません。

そこで、このたびの東日本大震災を踏ま

え、教訓として、本市の地域防災計画の見直

しへの取り組みについて答弁を求めるもので

あります。

次に３点目、大震災とケーブルテレビの対

応についてお尋ねをいたします。

今やテレビは、我々にとって最も身近な情

報をいち早く知る手段となっております。２

０１１年３月１１日、地震の規模がマグニ

チュード９という巨大地震が発生し、それに

よる大津波が東日本各地を襲いました。この

状況をいち早く各社テレビで映し出され、放

送されました。

この大震災は、明治維新や太平洋戦争終結

に次ぐ、日本の第３の転換期として歴史に刻

まれる出来事であります。

そして、今や世界最悪となった東京電力福

島第一原子力発電所の事故であります。

稼働中だった３基の緊急停止に成功したも

のの、巨大地震と大津波によって非常用電源

がすべて壊れました。その結果、核燃料の冷
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却ができなくなり、放射性物質が大量に放出

され続け、この先、何十年も深刻な健康被害

や、食品及び水の汚染をはじめ、風評被害な

どはかり知れません。このことが復興に暗い

影を落としております。

この原子力発電の事故の直接の原因は天災

だが、安全規制や原子力政策を所管する国に

も責任があり、人災であると言わざるを得ま

せん。今回の東日本大震災の国や地方自治体

の情報や伝達及び避難等の不備や弱体化が指

摘されているところであります。

本市のケーブルテレビは、市内全域を対象

に、最大の事業目的である緊急の防災情報を

迅速かつ正確に提供することになっておりま

す。しかし、今回の震災で、電気が２日間余

りにわたり停電になりました。この結果、震

災において、緊急時のための情報を迅速かつ

正確に放送する目的と使命を果たすことがで

きませんでした。

聞くところによると、放送センターには、

停電に備え発電機が設置され、運用が可能で

あったというが、だが、市内３００カ所余り

の中継局には、２時間程度のバッテリーでの

対応しか考えてこなかったことから、今回の

東日本大震災の緊急事態に、本市のケーブル

テレビの機能発揮をはじめ、最大目的と使命

を果たせず、その責任は重く、職務怠慢と言

われても当然であります。

なぜならば、緊急時の大規模な長期停電を

全く想定していなかったのが重大な原因であ

るからであります。

そこで、今回の緊急時において、中継局の

電源確保のため、どのような行動に努めたの

か、はたまた、今後の緊急事態に備え、長時

間の停電を想定し、今後の本市のケーブルテ

レビの使命と目的を果たしていくのか、その

取り組みについて答弁を求めるものでありま

す。

次に、行政問題の電力節電と計画停電への

対応についてお尋ねをいたします。

このたびの震災に伴い、電力不足で、この

夏はいつもの年と全く様子が違ったものにな

ります。

国は、東北電力や東京電力の管内で、ピー

ク時の電力消費を１５％削減する目標を打ち

出したところであります。

３月の震災で、２日間にわたる停電で、

我々はどれだけ電気に依存してきたか思い知

りました。

政府が今夏の電力供給対策を決め、東北電

力管内は、需給予測１,４８０万キロワット

に対し、供給能力は１,３７０万キロワット

で、７.４％足りないことから、節電目標を

各企業や各家庭ともに一律に１５％にしたと

ころであります。これは、東北や関東だけの

問題ではなく、原子力発電所の運転停止や点

検で、中部、関西、九州電力も節電を呼びか

けているところであります。

電気事業法に基づき、今夏は大口事業所に

使用制限や計画停電が発動されるようであり

ます。発動されますと、本市のごみの清掃セ

ンター等をはじめとする公共施設の運用が心

配されるところであります。

まさに非常事態であります。省エネは国民

課題となってきているところであります。日

本人の生活は、電気なしでは考えられなく

なってきている今日、節度ある使用に努め、

暮らし全般を見直す機会としたいものであり

ます。

今夏は、大口事業所、５００キロワット以

上を契約している事業所等、電力契約の５０

０キロワットに１５％の節電が課せられてま

いります。

そこで、５００キロワット以上の電力契約

をしている公共施設が本市にどのくらいあ

り、また、その節電対策とあわせて、計画停

電に備え、どのような取り組みをするのか、

答弁を求めるものであります。

次に、家畜伝染病問題、鳥インフルエンザ

対策の取り組みについてお伺いをいたしま

す。

３月１０日、本市の米軍三沢基地内の野鳥

のハヤブサから高病原性鳥インフルエンザが

確認されたところであります。
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これを受け、３月１１日、青森県では、周

辺農場に対し立入検査を実施し、飼育してい

る鶏群の異常の有無と野鳥の侵入防止や防疫

対策に万全を期するよう指導強化を図ってき

たところであります。

一方、環境省では、高病原性鳥インフルエ

ンザが確認された地域周辺半径１０キロメー

トルについて、死亡野鳥がいないか監視態勢

の強化を指示されております。

高病原性鳥インフルエンザは、平成１６年

に、我が国に７９年ぶりの発生以来、毎年ど

こかで発生し、ことしは約１８０万羽余りの

採卵鶏やブロイラーが殺処分されています。

高病原性鳥インフルエンザウイルスは、野鳥

を介して日本全国に拡散してきて、有事に

入ったという認識で対応しなければなりませ

ん。

今回、幸い野鳥ということで、１０キロ以

内の鶏や鶏卵等の移動制限が発動されません

でした。もし家禽であれば、本市の養鶏産業

の生産及び流通に与える影響ははかり知れま

せん。大規模養鶏農家が防疫対策に万全を尽

くしても、市内での１羽の発生で移動制限を

受け、有形・無形の損害は莫大なものにな

り、本市の養鶏産業の基盤が壊滅的に破壊さ

れてしまうおそれがあります。

よって、渡り鳥の飛来シーズンに合わせ、

１０万円程度の補正予算を組み、本市の養鶏

産業基盤の確立を図るためにも、小規模飼育

者に対し、指導強化論だけではなく、鳥イン

フルエンザウイルスに有効である石灰を無料

配布し、家畜法定伝染病である高病原性鳥イ

ンフルエンザの感染拡大阻止に向け取り組む

考えがあるのか、答弁を求めるものでありま

す。

以上で、私の一般質問を終わります。

○議長（馬場騎一君） ただいまの１７番山

本弥一議員の質問に対する当局の答弁を求め

ます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの山本議員

さん御質問の政治姿勢問題のうち、２期目の

抱負は私から、その他につきましては担当部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと思います。

少子高齢化をはじめとする社会構造の変化

や、長引く経済不況、さらには、３月１１日

に発生いたしました東日本大震災など、我が

国は今、大変困難な時代を迎えております。

このような中で、私は、さきの市長選挙に

おきましては、震災からの早期の復旧・復興

とともに、三沢市総合振興計画の六つの基本

方針に基づく施策の公約を掲げ、立候補いた

したところであります。結果として、無投票

で当選となりましたことは、過去４年間の実

績をおおむね評価していただいた上で、引き

続き市政のかじ取りを担う重責を市民から負

託されたものと受けとめております。

私としては、これからの４年間の任期にお

いて、三沢市総合振興計画に掲げる目標の達

成のために、特に、次に掲げる事業に取り組

み、市民の幸せの実現に向かって全力を傾注

してまいりたいと考えております。

一つ目といたしまして、健康で助け合うま

ちづくりにおいては、中学生までの医療費無

料化など、さらなる福祉の充実に取り組んで

まいります。

二つ目といたしまして、環境と共生し安心

できるまちづくりでは、震災からの復興に全

力を注ぐととともに、このたびの震災への対

応にかかわる検証結果に基づき、防災並びに

危機管理体制の強化を図ってまいります。

また、基地との関係におきましては、基地

との共存共栄を基本方針として維持しつつ

も、事件・事故の発生に対しましては、毅然

とした態度で臨んでまいりたいと思います。

三つ目といたしましては、豊かな心と体を

はぐくむまちづくりでは、学校の耐震化と市

立第三中学校建設を進めるほか、(仮称)国際

交流スポーツセンターの建設に取り組んでま

いります。

四つ目といたしましては、生活に便利なま

ちづくりでは、市営住宅の建てかえなど快適

な都市基盤の整備に努めてまいりたいと思い
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ます。

五つ目といたしましては、働き暮らせるま

ちづくりは、第１次産業の基盤整備、地産地

消の推進、商工業の活性化と観光資源のＰ

Ｒ、さらには、航空産業などの企業誘致に積

極的に取り組んでまいりたいと思います。

最後に、健全で開かれたまちづくりでは、

本年４月に策定いたしました三沢市協働のま

ちづくり推進指針に基づき、市民との協働に

よるまちづくりを具現化していくとともに、

引き続き健全財政の維持に努めてまいりたい

と思います。

以上、これらの取り組みの結果といたしま

して、２年後あるいは３年後、どのように市

民生活が向上したのかということにつきまし

ては、本年度実施予定の市民まちづくり評価

事業や新しい政策評価の仕組みづくりを通

し、市民目線に立った評価指標のあり方や市

民にわかりやすい形での評価結果の公表方法

を検討するとともに、これまで以上に市民と

の直接対話を重視し、市民への説明責任を果

たしてまいりたいと思います。

私からは、以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 御質問の

２点目、市民とともに歩む行政の取り組みに

ついてお答えいたします。

どのように市民とともに歩むまちづくりを

進めていくのかとのお尋ねでありますが、総

合振興計画の基本理念であります「人とまち

みんなで創る 国際文化都市」にもありま

すように、市民の目線に立った市民本位のま

ちづくり、協働のまちづくりを推進してまい

りたいと考えております。

本年４月には、今後のまちづくりの方向性

を示す協働のまちづくり推進指針を策定した

ところであります。市民とともに歩む行政と

は、この協働のまちづくりと理解しており、

協働する場面としては、政策形成過程から実

行に至るすべての場面が、原則としてこれに

含まれます。ただし、制度上公開することが

制約されることも、例外として考えられま

す。

今後は、この指針に沿った形で、市民参加

ができるような新たな協働体制の構築も含め

て、市民と行政が協働で行う具体的な施策や

事業について検討し、実施してまいりたいと

考えております。

続きまして、地域防災計画問題のうちの復

旧・復興計画についてお答えいたします。

今回の東日本大震災における津波被害の復

旧事業の進捗状況ですが、漁港地区において

は、現在、海中に沈んだ船やがれきの撤去を

終え、本来の漁港機能の復旧を行っておりま

す。

施設の復旧については、漁業協同組合の事

務所を仮復旧し、さらには、荷さばき施設の

取水・送水ポンプ施設が完了したことによ

り、水揚げも再開したところであります。

今後は、主力漁種の夏イカ漁が最盛期を迎

えることから、緊急性の高い浮き桟橋、ベル

トコンベヤー、製氷貯氷施設、巻き上げ施設

の復旧工事を発注したところであり、８月中

の一部供用を目指しております。

あわせて、活魚施設や砕氷機等の荷さばき

施設用器具の整備復旧も８月中を目指してお

ります。

また、そのほかに計量施設、荷さばき施設

や漁港外郭施設に関しましても、年度内の完

成を目指しており、今年度中に３３施設のう

ち２３施設の復旧を目指しております。

また、淋代保育所の再建につきましては、

庁内に支援プロジェクトを設置し、新たな用

地確保や災害復旧事業による青森県への提出

書類等の作成支援を行っており、来年４月の

開所を目指しております。

さらに、くらしを守る森公園をはじめとす

る公共施設の復旧工事を今後予定しておりま

す。

次に、復興計画でありますが、建築士、

農・漁業関係者、商業関係者などの外部の委

員及び部長級の職員を委員として、復興委員

会において検討し、年内にこれを策定する予

定で進めております。
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続きまして、御質問の地域防災問題の３点

目、大震災とケーブルテレビの対応について

お答えいたします。

当市のケーブルテレビにつきましては、共

同受信施設の空きチャンネルを有効活用し

て、防災行政情報等の提供を行うため設置し

たものであります。

国際交流センター内にあるケーブルテレビ

の送信センターは、停電の際も自家用発電装

置により、おおむね３日間ほど機能を維持で

きるようになっております。

しかし、各家庭とを結ぶ共同受信施設の途

中には、中継増幅器という電力が必要な装置

が７７３台設置されております。これらは、

３５２の地点において、東北電力から電力を

得て作動しております。当市では、この３５

２カ所の電源部に、停電に備え、最長２時間

程度カバーできるバッテリーを取りつけてお

りました。

今回の大地震発生直後から、ＣＡＴＶで

は、大津波警報と避難指示を伝える放送を送

信しておりましたが、停電が長時間継続し、

先ほど申し上げました３５２カ所のバッテ

リーが切れるに従い、中継増幅器の機能が停

止したため、各家庭では発電機を使用した場

合でもテレビが映らなくなったものと思われ

ます。

このような構造を持つケーブルテレビとい

う施設を使用していく中で、今後、長時間の

停電時にも各家庭でテレビを見ることができ

るようにするためには、現在使用している同

軸ケーブルを光ファイバーケーブルに張りか

えることにより、途中に電源が必要な箇所数

を大幅に減らし、そこに発電機等の非常用電

源を設けるという解決策もありますが、多額

の経費を要することから、慎重な検討が必要

と思われます。

しかしながら、災害時にテレビが映ること

は、市民に大きな安心感を与えることから、

停電時にテレビが映る方策を現在検討してい

るさなかであります。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 地域防災問題の

第１点目、防災計画の課題と、第２点目の防

災計画の見直しにつきましては、関連いたし

ますことから、あわせてお答えさせていただ

きます。

災害対応に係る市の組織及び職員の配備に

つきましては、市防災計画に定めており、今

回の東日本大震災におきましても、職員配備

計画により、全庁を挙げて、各担当課の業務

分担に従い対応したところであります。

しかしながら、マグニチュード９.０の巨

大地震、それに伴って広範囲への巨大津波の

襲来となったこの大震災では、発電施設の被

害による長時間、広範囲に及ぶ停電、物流の

拠点施設の被災によるガソリン等の燃料をは

じめとする物資・物流の停止による物資不足

等多くの問題が重なり合い、想定外の状況と

なったところでございます。このため、市内

避難所においての非常電源や照明器具、暖房

器具、燃料の確保、電話の不通、情報伝達の

ふぐあい等をはじめ、市内でも多くの問題が

発生しました。

これらを踏まえ、現在、震災時における対

応状況の検証作業を行っているところであり

ますが、国においても、中央防災会議が防災

基本計画の地震・津波対策等の抜本的見直し

を進めていることから、県の地域防災計画の

修正等の動向も踏まえ、当市においても地域

防災計画の見直しを行ってまいりたいと考え

ております。

しかし、地域防災計画の修正には、相当程

度時間がかかることから、問題点、検証を踏

まえて、災害時の行動等を定めた各種マニュ

アルの見直し、作成を速やかに行ってまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 民生部長。

○民生部長（野々宮忠良君） 御質問の行政

問題についてお答えをいたします。

はじめに、市全体での節電対策でございま

すが、震災に係る停電後、公共施設において



― 19 ―

は、内外照明器具を必要時だけ点灯すること

や、間引き点灯を行うなど、節電に努めてい

るところでございます。

しかしながら、公共施設には、市庁舎のよ

うに、ある程度使用電力量が一定の施設のほ

か、季節や曜日、時間帯により電力使用量が

大きく異なる貸し館業務施設もございます。

このことから、一概にすべての公共施設に

おいて、電力使用量を１５％削減する節電が

可能とは言い切れない部分もありますが、実

績として、５月の電力使用量は、前年度に比

べ、市庁舎で８４.６％、総合社会福祉セン

ターでは８１.２％、消防庁舎で８９.４％と

なっているところでございます。

今後におきましても、公共施設でできる限

りの節電を行うほか、市職員の家庭に対して

も節電の啓発等を行うことで、まずは市役所

から節電を進め、さらに市民へも節電の御協

力をお願いしてまいりたいと考えておりま

す。

次に、当市における電力使用量１５％削減

の対象となっている施設についてでございま

すが、三沢市立三沢病院と三沢市清掃セン

ターの２施設が対象となっているところでご

ざいます。

清掃センターにつきましては、６月１日付

で、経済産業大臣より制限電力を４７６キロ

ワットとする旨の通知があり、この値は通常

の焼却運転時においても超過することがある

ことから、焼却運転の時間帯を規制対象外で

ある午後８時から翌日の午前９時に移行する

とともに、運転日につきましても規制対象外

の土曜日、日曜日に運転を振りかえし、市民

生活に影響を与えないよう体制を整え、対応

することとしております。

また、計画停電が実施された場合におきま

しても、焼却運転時間帯を夜間へ移行するこ

ととしておりますので、直接影響がないもの

と考えております。

市立三沢病院につきましては、生命、身体

の安全確保に不可欠な需要施設として制限緩

和措置の申請を行い、これまで同様、病院機

能を低下させることなく医療活動を行うこと

としております。

しかしながら、今般の東日本大震災の影響

による夏季の電力需要対策にかんがみ、院内

の照明や冷房温度の調整など、節電対策を実

施しているところであり、今後とも引き続き

電力の使用抑制のため、節電、省エネに取り

組んでまいりたいと考えているところでござ

います。

次に、家畜法定伝染病問題についてお答え

を申し上げます。

今年３月１０日に米軍基地内から回収され

ましたハヤブサ１羽から強毒性の高病原性鳥

インフルエンザウイルスが検出されたことに

伴い、当市では、具体的な対策として、県と

の情報収集の連携を図るとともに、小規模飼

育者に対する電話による注意喚起、さらには

文書発送による感染防止に向けた衛生管理の

徹底等について、早々に対策を講じたところ

であります。

今後における小規模飼育者対策であります

が、鳥インフルエンザの感染防止を図る観点

から、既に消毒薬の確保を終えており、適期

に初動対策を実施できる体制を整えていると

ころであります。

また、石灰散布による感染防止対策につき

ましても、対策の強化として重要であると考

えているところであり、今後、無料配布の実

施に向けて前向きに検討してまいりたいと考

えておりますので、御理解を願いたいと存じ

ます。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） １７番。

◎１７番（山本弥一君） もう時間もないの

で、簡単にさせてもらいます。

まずはじめに、政治姿勢問題の市民ととも

に歩む行政の取り組み、先ほど答弁をいただ

きました。今後、この命題に向けて、これま

での、どちらかといえば政策過程の市民参加

が主たる取り組みであったわけですけれど

も、本来ならば、予算をとって執行する段

階、ここに市民と行政と一体となれる取り組
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み、アイデア、もっとやるときに出てくるの

です。これがなされないで、一たん、どうい

うふうにやればいいかというだけで、政策過

程でやられてきたものを、今度は実際に実施

する場合、ここに市民の大きな能力の発揮の

場がありますので。

何かそういう前向きの答弁であったと私は

理解したのだけれども、法的にできないもの

等は私は望んでおりません。主なる施策に対

して、市民とともに、そういう執行段階で一

緒にやっていただきたい。そうすれば、基本

理念である「人とまち みんなで創る」、我

がまちの個性である国際文化都市、必ずや醸

し出されてくる。

今、どうしても、一般の事業を見ています

と、意外と道路づくりにしても、あるいは福

祉、教育等でも、何かよそとまだ基本理念に

向かって大きな違いを出せないでいるのでは

ないか。こういうことで今回も質問させてい

ただきましたので、これからは、各事業に、

実行段階の市民参加を図っていくと理解して

いいのか、再度その辺、答弁をいただきたい

と思います。

次に、ケーブルテレビの取り組みでありま

す。

今回、お金がかかろうが、全くお役所仕

事。目的は、緊急時に対し、迅速に正確に伝

えるという大名目で、今の答弁では、予算が

かかるから、本庁といいますか、本部には３

日間も油も備える、発電機も備える。何でこ

こに備えなければいけなかったのか。末端ま

で、最低でも本庁と一緒に、あわせて３日間

ぐらいの放送ができるように当初からするべ

きであったのではないか。

お金は次の問題、とうとい生命が大津波で

のまれているという状況で、人の命は地球よ

り重いのですよ。金云々、ただケーブルテレ

ビをやるための口実だけで、成果が発揮でき

なかったという、これをトップである市長を

はじめ執行部の皆さんが重く受けとめ、これ

はまたやってきますよ、何十年。１０年か

かってもいいから整備を図って、我が４万市

民の生命、財産を守るのが市役所の最大の使

命なのですよ。お金がかかるとか、今の答弁

では納得いきません。

であれば、どのぐらい、光ファイバーです

か、私はわかりません。今現在の３００カ所

余りの中継所、それらをすべて整備を図った

場合、最大どのぐらいの予算、もうどこでも

やっているかもわかりませんけれども、それ

を試算しているのか、再度、その辺、光ケー

ブルといいますか、わからないけれども、そ

れに変えた場合にどのぐらいかかるのか、そ

の辺わかっていたら答弁いただきたいと思い

ます。

これで終わります。お願いします。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 再質問に

お答えいたします。

市民とともに歩む行政について、実行段階

の市民参加、本当にやるかということです

が、先ほど答弁でも申し上げましたとおり、

市民参加、協働する場面は、政策形成段階か

ら実行に至るすべての場面が対象になると。

ただし、例えば積算数値が外に漏れるとか、

そういう弊害もありますので、そういう場合

は例外となるという解釈であります。

次に、ＣＡＴＶ問題ですけれども、議員さ

んおっしゃるとおり、３日間ほどもつような

設計を当初からすべきであったとも思います

が、しかし、現時点でのものは、中継増幅

器、２時間程度のバッテリーであります。こ

れは、余り大きなものにすると、電柱に載ら

ないということから、そのようにしておりま

す。

同軸ケーブルから光ファイバーに変えたと

きの予算額ですが、大体１２億円という数字

が出ております。ＣＡＴＶのほうでは、震災

直後から、もうちょっと長い期間、３日間程

度映るような方法を現在研究中であります。

研究ですが、結論は長期間かかると思います

が、研究はずっとしておりますので、御了解

いただきたいと思います。

以上であります。



― 21 ―

○議長（馬場騎一君） 以上で、１７番山本

弥一議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

７番藤田光彦議員の登壇を願います。

○７番（藤田光彦君） おはようございま

す。７番民主党の藤田光彦、通告に基づきま

して質問させていただきます。

最初に、防災計画の検証と見直しについて

質問いたします。

その前に、議長のお許しを得て、さきの東

日本大震災で亡くなられた方々の御冥福をお

祈りするとともに、被災者の皆様に心よりお

見舞い申し上げます。

また、津波が引き起こした福島原子力施設

事故によって避難されている方々にも、でき

るだけ早く日常生活に戻られますよう心より

お祈りする次第でございます。

さて、３月１１日に宮城県沖で発生した巨

大地震は、我が国の観測史上最大のマグニ

チュード９.０を記録し、岩手県沖から茨城

県沖までの広範囲な震源域をもたらしたこと

により発生した大津波は、太平洋側に面した

東北地方の市町村を次々に襲いました。大船

渡市では、高さ２３メートルにも達したと言

われております。

この大震災により、きのうの時点で、亡く

なられた方１万５,５０６人、行方不明者７,

２９７人、いまだに１２万人以上の人々が避

難生活を余儀なくされております。被害総額

は膨大で、１６兆円を超えるとのことです。

当市におきましても、２人のとうとい命が

奪われ、漁港は破滅的な被害を受けました。

また、全壊・半壊等の住宅６４棟に加え、農

業や畜産にも被害が及んでおります。被害総

額は７６億円にも達しております。

さて、この大震災の報道を見て、納得のい

かないことがあります。それは、未曾有、想

定外という言葉が頻繁に使われているという

ことです。未曾有とは、いまだかつてないと

いう意味ですが、今回の地震に匹敵するもの

は過去にはなかったとはいえ、明治からの記

録では、８.０以上の地震が４回も起きてお

り、また、それに近い地震も４回起きており

ます。

また、世界を見渡せば、９.０以上の地震

は、１９６０年のチリ地震をはじめ、２０万

人以上が津波の犠牲になった２００４年のス

マトラ島大地震も含め、この６０年に５回も

起こっております。

津波に関して言えば、１８９６年の明治三

陸地震では、最大３８.２メートルの津波が

観測され、１９３３年の昭和三陸地震におい

ても、２８.７メートルが記録されておりま

す。

今回の地震を未曾有という言葉を使うの

は、被害をすべて自然のせいにするようで、

率直にはうなずけないのです。

また、想定外ということは、皆さんも御存

じのように、ホリエモンことライブドアの社

長だった堀江貴文氏があるテレビ会社の買収

に失敗したときに使った、想定内という言葉

が人口に膾炙したもので、その反対語です

が、私は、想定外という言葉を想像力の欠如

と定義しております。過去の経験値またはあ

る特定条件からのみ予想を組み立てるのは、

想定としては不十分であるばかりではなく、

危険な結果を招くものです。

しかも、想定を高くすると、住民に不安を

与えるとか、莫大な対策費がかかるなどの政

治的な理由で、想定を意図的に低く抑えて防

災対策を図るということがあったとすれば、

大きな問題となるのです。

この大震災を未曾有とか想定外という言葉

で簡単に割り切ってよいのか、住民を守ると

いう立場に立って考えるとき、少しばかりの

抵抗を感じるのです。

さて、震災において、市防災計画がうまく

機能したのでしょうか。また、福島県の原子

力事故の現状を見て、市が適用している県の

防災計画は有効でしょうか。

特に、次に述べる数点に関して大変憂慮し

ております。まず、想定の基準です。

津波防災マップには、マグニチュード８.

４の三陸沖北部地震と、マグニチュード８.
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６の明治三陸地震による津波を想定基準とし

て、津波による浸水区域が示されております

が、今回のような９.０クラスの地震で、２

０メートルを超える津波が来たとしたら、す

べての津波防災計画が意味をなさなくなりま

す。

ある雑誌に載っておりましたが、福島原発

の元設計技師の証言で、マグニチュード９.

０の地震や飛行機が墜落して原子炉を直撃す

る可能性まで想定すべきだと上司に進言した

ところ、１,０００年に一度とかそんなこと

を想定してどうなると一蹴されたと述べてお

ります。危機管理の鉄則である、最悪のこと

を考えて準備するということが理解されてい

ないのです。

また、司令塔である被害対策本部はどう

だったのでしょうか。市役所が震災で使えな

くなった場合の代替施設は用意してあるので

しょうか。停電のときに、少なくとも３日間

本部機能を維持できる自家発電装備は万全

だったでしょうか。現場に出かける職員との

連絡手段には問題がなかったでしょうか。

また、防災情報伝達手段は維持されたので

しょうか。今回は、ケーブルテレビも防災

メールも、停電のため使えない状態になりま

した。また、警察や消防署などの関係機関と

の連絡手段は中断されなかったでしょうか。

また、住民の避難はうまくいったのでしょ

うか。避難所の指定を取り消し施錠された廃

校に、住民が殺到したとのことが新聞に取り

上げられていました。

また、防災計画について、住民への周知は

徹底していたのでしょうか。２人のとうとい

犠牲者を出したということは、津波に関した

指導が不十分だったのではないかと考えたり

いたします。検証する点は多々あると思いま

す。

さらに、福島の原子力事故の現状を見ると

き、原子力施設から３０キロメートルの距離

は、風の状況次第で何の安全も保障しないこ

とがわかりました。県の原子力防災計画を検

証して、市独自の防災計画をつくらなければ

ならないと思っております。

当市は、明治２９年と昭和８年に、地震に

よって発生した大津波でたくさんの人命をな

くしております。その悲劇を繰り返さないよ

う、三川目と四川目の高台に震災記念碑が

建っており、それには「地震 海鳴り ほら

津波」と記されて、後世の我々に警告を告げ

ております。

三沢沖の日本海溝は今回の地震域には入っ

ていないということは、地殻プレートの境界

に蓄積したひずみがまだ解放されていないと

いうことです。また、三沢の北東には千島海

溝があります。１９６８年に発生した十勝沖

地震から、もう既に４０年以上たっておりま

す。いつ大きな地震が来てもおかしくない状

態なのです。

当市は、地震・津波はもとより、原子力事

故にも遭遇する環境にあります。最悪のこと

を考えて準備するという危機管理の鉄則を踏

まえて、しっかりとした防災計画を立てなけ

ればなりません。そのための防災計画の検証

と見直しは行われたかどうか、お尋ねしま

す。

次に、まちづくり条例について質問いたし

ます。

２００４年、地方分権一括法の施行により

本格的に始まった地方分権化は、残念ながら

現在においても、まだデザインされた制度の

完全な実現化には至っておりません。

国と地方自治体を平等な関係と位置づけ、

国の権限、財源をできるだけ地方自治体にゆ

だねるという政策は、少子高齢化や国、地方

の厳しい財源状況など、恒常化する問題の解

決に向け、まさにこの国の形を変える大きな

テーマであるため、まだまだ時間がかかるよ

うに思えます。

しかし、分権化を推し進めるために、２０

１０年６月に制定された地域主権戦略大綱で

示された、地域のことは地域に任せるという

基本理念は、全国に理解され、浸透しまし

た。このことにより、地方自治体の自主性や

自律性に対する認識が深まり、みずからの考
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えでまちづくりを行うという住民自治の意識

が深まったのです。そのような状況から、自

分のまちのあり方を明確にするために、まち

づくり条例をつくろうという機運が全国的に

高まっております。

現在、まちづくりに関する基本条例は、全

国の２９もの自治体が制定しており、県下に

おいても、八戸、五戸町、三戸町、佐井村、

田子町など７市町村が制定しております。

まちづくりの基本にあるものは、行政に任

せきりにするのではなく、住民、団体、事業

者、行政、議会など、まちの構成主体が自主

的にまちづくりに参画し、協力して持続可能

なまちづくりを行うという協働の精神です。

その協働の精神を土台にしてつくられるま

ちづくり条例では、その自治体のまちづくり

の基本理念を明確にし、まちづくりの方向性

を示します。そして、おのおの、主体の位置

づけや責任を規定します。また、情報公開の

仕方や評価制度など、協働で行うまちづくり

のルールを定めています。

国のあり方を示すのが憲法であると同時

に、自治体のあり方を示すまちづくり条例

は、自治体の最高規範をなすものと言えま

す。いわば自治体の骨格であり、バックボー

ンでもあります。

まちづくり条例の制定により、その自治体

のあり方、つまり、アイデンティティーが確

立され、おのおのの主体がその役割を認識

し、責任を自覚し、まちづくりへ自発的に参

画することにより、帰属感と連帯感、団結心

を高め、そのことによって郷土愛が深まると

思っております。

当市においても、ぜひともまちづくり条例

を制定する必要があると思いますが、市の考

えを伺いたいと思います。

最後に、市の英語版ホームページについて

質問いたします。

甲斐の国山梨県、その甲府市で、武田信玄

の命日である４月１２日に合わせ、毎年、信

玄公祭りが盛大に開催されます。武田二十四

将を中心に、風林火山の各軍団、総勢１,５

００名もの軍勢が川中島に向け出陣する様子

を再現する、壮大な一戦国絵巻と呼ばれてお

ります。

昨年、その祭りに、米国３大ネットワーク

の一つであるＡＢＣ放送が、５０名ものス

タッフを引き連れて取材に来ました。一地方

の祭りがこれだけ注目された理由は、イン

ターネットにあります。この祭りは、英語版

で大々的に紹介されているのです。

また、東日本大震災後の英語版グーグルの

ニュース欄では、世界、米国、科学、英語な

どともに、不思議なことに青森県という項目

がありました。これをクリックすると、福島

県の原子力事故を中心に、日本のさまざまな

ニュースが出てきました。

なぜ東京発ではなく青森県なのか。それ

は、被災者救援のため米国が行ったオペレー

ション「ともだち」の拠点が三沢基地だった

からです。一地方の県の名前が突然に、この

ように世界のニュースのアイコンになるのも

インターネットの時代だからです。

現在、多くの自治体が英語版ホームページ

を作成しております。その目的は二つあり、

一つは、その自治体に住む外国人に、生活ガ

イドや行政ニュースを提供するため。そして

もう一つは、世界の人々にその自治体を紹介

することです。多くの自治体は、特に後者の

目的のために、魅力あるホームページづくり

に力を入れております。インターネットを通

じて、世界の人々が世界じゅうのあらゆる場

所のさまざまな出来事や話題に興味や関心を

向けております。

当市の英語版ホームページは、今、リ

ニューアル中で閉鎖しておりますが、以前か

ら改善が必要と思っておりました。それは、

日本語版ホームページの機械的な翻訳としか

見えず、視覚的にも内容的にも充実したもの

ではなかったからです。世界じゅうのネット

サーファーや情報収集のためにアクセスして

くる人々の興味や関心を満足させるレベルで

はありませんでした。

特に、当市は、三沢米軍基地があります。
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毎年、多数の軍人・軍属が転勤してきます。

彼らは、三沢に来る前にネットで三沢につい

て調べてきます。ほとんどは三沢基地のホー

ムページにアクセスして、三沢のことを知る

とのことです。

しかし、そのホームページは、軍人・軍属

用なので、三沢市全体の情報という点では極

めて限定的なものとなっております。彼らの

もっと知りたいというニーズを満たすため

に、三沢市のつくるホームページはグレード

アップされなければならないと思っておりま

した。

国際文化都市を掲げる三沢市は、それにふ

さわしいホームページづくりが必要と思いま

す。世界の人々がアクセスしたとき、三沢市

の魅力を最大限理解してもらえるようなもの

でなければなりません。

アメリカンデー、ジャパンデーはもとよ

り、三沢夏まつりの中日に行われるみこし祭

りも、外国にアピールする話題性を十分持っ

ております。三沢市に関心を持っている方、

また、偶然にも三沢を知って、もっと知りた

いと思っている外国人に満足する情報を提供

できるようなホームページをつくっていくた

めに、相手に、外国人に訴えることができる

情報発信の強化が必要とされています。

当市は、英語版ホームページのリニューア

ルに向けてどのようなお考えをお持ちか、お

聞きいたします。

以上で、質問を終わります。御答弁をよろ

しくお願いします。

○議長（馬場騎一君） ただいまの７番藤田

光彦議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの藤田議員

さんの御質問のうち、まちづくり条例につい

ては私から、その他につきましては担当部長

からお答えをさせますので、御了承願いたい

と思います。

まちづくり条例は、自治体によって、自治

基本条例、あるいは、まちづくり基本条例な

ど、名称は各自治体によって異なりますけれ

ども、住民自治に基づく自治体運営の基本原

則を定めた条例でありまして、自治体の憲法

とも言われているものであります。

地域の課題への対応や、まちづくりを市

民、企業、行政、ＮＰＯ団体等、それぞれの

役割分担や、どのように進めていくかなど、

基本ルールを明示したものであります。

当市といたしましては、これまでも市民の

目線に立って、市民本位のまちづくりのため

に協働のまちづくり推進指針を策定し、「市

民一人ひとりが輝き参加し、心ふれあう個性

豊かな協働のまちづくり」に取り組んでいる

ところであります。

この推進指針は、１５名による協働のまち

づくり市民会議の皆さんが２年間かけて策定

したものでありまして、それぞれの市民及び

市民団体等の役割等が明示されてございま

す。

私といたしましては、まず、この推進指針

のさらなる市民への周知を図ってまいりたい

と考えておりますことから、まちづくり条例

の制定につきましては、現在のところ、直ち

に必要とは考えておりませんが、条例の制定

に向けた対応が必要になった場合には、議員

各位や市民の皆様の御意見等を伺いながら慎

重に検討してまいりたい、このように考えて

おります。

私からは、以上であります。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 御質問の

英語版ホームページの作成について、市の考

えを伺いたいということにお答え申し上げま

す。

市では、ホームページ利用者の利便性向上

のために、全面的なリニューアルを実施し、

本年５月から一般公開しております。これに

伴い、ホームページに掲載する情報が多様化

し、情報量も増大したことから、英語版ホー

ムページについては、外国人の方が必要とす

る情報を精査・検討しながら、翻訳の精度を

どのようにしたら高まるかも検討しながら、
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現在、整備を進めている途中でございます。

なお、特に外国人に向けて、観光情報やイ

ベント情報につきましては、最新の情報をタ

イムリーに、かつ正確に掲載しなければなら

ないと考えますことから、内容の構成や更新

における持続可能で正確な翻訳方法などを関

係部署と検討しながら、慎重に整備してまい

りたいと考えております。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 御質問の第１点

目、防災計画の検証と見直しについてお答え

します。

三沢市地域防災計画に係る検証及び見直し

については、現在、震災時における各部の対

応状況の検証作業を行っているところであり

ますが、今後、集約し、早急に検証会議を開

催することとしております。

今回の震災では、ボランティア団体、町内

会、自主防災会など多くの方々の御協力、御

支援をいただき、住民避難や避難所運営がな

されましたが、巨大津波の襲来や長時間の停

電の影響により、非常電源や照明器具、暖房

器具、燃料の確保、電話の不通等多くの問題

が発生しました。

議員さんの御指摘の防災計画の想定の見直

し、災害対策本部の機能維持、防災情報伝達

手段の維持、関連機関との連絡手段の確保、

市民避難計画、防災計画の市民への周知、い

ずれの事項に関しましても喫緊の見直し事項

であると考えております。

今回の震災を受けて、国の中央防災会議が

防災基本計画の地震・津波対策等の抜本的な

見直しを進めていることから、県の地域防災

計画の修正等の動向も踏まえ、当市において

も地域防災計画の見直しを行ってまいりたい

と考えております。

しかしながら、地域防災計画の修正には相

当程度時間がかかることから、その間に発生

する災害に備え、発生時の行動等を定めた各

種マニュアルの見直し、作成を速やかに行

い、防災対策の強化・充実に全力で取り組ん

でまいりたいと考えております。

次に、原子力災害に関する市防災計画につ

いてお答えいたします。

地域防災計画原子力編を作成する市町村

は、原子力災害対策特別措置法に基づき、原

子力発電所を中心に、おおむね半径１０キロ

メートル及び再処理施設を中心に、おおむね

半径５キロメートルの範囲内であることか

ら、三沢市は含まれておりません。

今後は、先般の福島第一原子力発電所の事

故を受け、国レベルでの検討が行われている

ことから、国及び県などの動向を見守りなが

ら対応してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ７番。

○７番（藤田光彦君） 再質問させていただ

きます。

まず第１の質問ですが、検証、見直しを、

私としては、できるだけ早く行うことができ

ないのかという趣旨をもって、こういう質問

をしたのですけれども、答弁を聞いています

と、まず、国の防災計画、それの答申に基づ

いて県が防災計画を作成して、それに基づい

て、今度は市が防災計画をつくる。そういう

ふうなニュアンスで聞こえてきますが、やっ

ぱり市としては、独自に、まず、いろいろな

環境、いろいろな出来事があった、その市独

自の出来事を検証しなければならないと、そ

ういう状況であるので、まず、市が独自に考

えて、独自の防災計画をつくると。それに国

の防災計画、県の防災計画と照らし合わせ

て、できるだけ完璧な防災計画をつくるとい

うことが私は必要だと思います。

また、原子力事故においても、県の作成し

ている防災計画、それを適用して、それに準

じて、今、三沢市は多分、原子力事故が起こ

れば行動すると思いますけれども、そうでは

なくて、３０キロ離れているということは、

先ほど申しましたように、何も安全は保障し

ないということが明白になったわけです。で

すから、市としてもやはり独自に、原子力災

害においても、一応防災計画を作成して、ま
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た、先ほども申しましたように、国とか県が

作成した防災計画と照らし合わせて、できる

だけ現実に基づいた現実的な防災計画が必要

だと私は思っていますけれども、そこはどう

思うか。

つまり、市として独自の津波や地震による

防災計画、それから、原子力事故による防災

計画をまずつくってみるのかどうか、そこを

聞きたいと思います。

二つ目ですけれども、まちづくり条例なの

ですけれども、まず一つ目は、先ほど市長が

申しました協働のまちづくり推進指針、これ

が作成されましたけれども、八戸市は、こう

いう協働のまちづくりの指針をつくりまし

て、これに基づいてまちづくり条例をつくっ

ております。

ですから、この指針をつくったということ

は、そういう方向性に向けて動いているのか

どうか、また、それには大体何年ぐらい置い

て、そういうまちづくり条例をつくるという

考えがあるのかどうか、そこを伺いたいで

す。

それからもう一つ、市長が申しました、必

要になったときに検討する、その必要になっ

たときとは、一体どういうとき、その辺を明

確にしてほしいと思います。

第３の英語版ホームページの問題ですけれ

ども、外国人にアピールするようなホーム

ページをつくってほしいと願っております。

つまり、対象は外国人でありますので、日本

的な、日本版をただ直訳しても意味がないと

思っております。そこで、アピールするため

に、何を重点的に力を入れるか。例えば、先

ほど言いましたように、観光とかイベント、

そういうものをもっと視覚的に、直感的に外

国人に訴えるような、そこを重点に置いて

ホームページづくりをしてほしいと思ってお

りますが、何を重点的に考えているか、どう

いうイメージでホームページをつくるのか、

そこを伺いたいと思います。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

必要になったときというふうなことの質問

であろうかと思いますが、いずれにいたしま

しても、先ほど申し上げたとおりであります

けれども、まちづくり指針を徹底するという

ようなことで、その中において、より効果的

にまちづくりを進めていく中で、そういうも

のが必要だというようなことになれば、その

方向を目指したいと、こんな思いでありま

す。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 英語版の

ホームページについて、特にアピールしたい

部分でありますが、先ほど申し上げましたと

おり、観光とイベント情報についてアピール

していきたいと考えております。

ただ、以前の英語版のホームページについ

ては、自動翻訳機での翻訳で、ほとんど、余

り精度がよくなかったという批判があります

ので、現在、生の人間がやれるような方法を

検討中であります。

以上です。

○議長（馬場騎一君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 防災計画の再質

問にお答えさせていただきます。

市町村の地域防災計画につきましては、災

害対策基本法の規定によりまして、国の中央

防災会議の作成する防災基本計画に基づいて

作成することとされております。

また、市町村を包括する都道府県の地域防

災計画に抵触するものがあってはならないと

も定められております。

したがいまして、市の地域防災計画の作成

につきましては、先ほど申し上げましたとお

り、国、県の動向を踏まえながら対応したい

と思いますが、先ほど申し上げましたとお

り、各種マニュアルの見直し、作成等を先行

させてまいりたいというふうに考えておりま

す。

以上でございます。
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○議長（馬場騎一君） ７番。

○７番（藤田光彦君） 再々質問をいたしま

す。

防災計画、これは国がまず防災会議を行う

と、県がそれに基づいて防災計画をつくる

と、法律上そのようになっていると。どのぐ

らいで我々の市の防災計画が作成されると思

いますか、いつごろ。どのぐらいかかると思

いますか、まずそれが一つ。

それから、まちづくり条例、基本条例、や

はり市長が述べたのもわかりますけれども、

やっぱりこれは、まず、まちづくり条例をつ

くって、推進指針をどんどん推し進めるとい

う考えが、私は三沢市の新しいまちづくりの

ために、もっと力強いことになると思います

けれども、どう思いますか。まず、条例が先

だと私は考えておりますけれども、市長は、

推進のほうがまず先、それに時間をかけて住

民を啓蒙していくというのはわかりますけれ

ども、ほかの自治体を見ていると、まず、条

例をつくって、もちろん条例をつくるには時

間がかかっておりますけれども、条例をつ

くって、その下で、それを基本にしてまちづ

くりを進めると、そういう考えになっており

ますけれども、市長は、その点についてどう

思うか、お聞きします。

また、英語版ホームページ、いつごろ作成

が終わるか、お聞きします。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

市長。

○市長（種市一正君） 再々質問にお答えを

いたしたいと思います。

どっちが先かというようなこともあります

けれども、やはり市民の皆さんに、そういう

思いを周知させた上でのことが大事だと私は

思っておりますが、研究をさせていただきた

いと思います。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 英語版の

ホームページについて、いつごろをめどにし

ているかということですが、現在検討中で、

部分的にできるようになったものから始めた

いと思っていますが、いつというのは、現時

点ではちょっと正確に申し上げることができ

ない状態であります。

○議長（馬場騎一君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 市の防災計画の

作成時期でございますけれども、国から県に

示されるものが、ことしの秋ごろというふう

に予定をされておりまして、それを踏まえて

県が作成をして、それから市ということにな

ると、年度内はかなり厳しいのではないかな

というふうに今は思っておりますけれども、

策定時期については、今のところははっきり

しない状態であります。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 以上で、７番藤田光

彦議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

９番太田博之議員の登壇を願います。

○９番（太田博之君） ９番みさわ未来の太

田博之でございます。

それでは、通告に従いしまして一般質問を

させていただきます。

はじめに、政治姿勢問題、市長の２期目の

公約について伺います。

さて、種市市長におかれましては、６月５

日に行われました三沢市市長選挙において、

２期連続の無投票当選を果たされました。こ

の場をおかりしまして、心からお祝いを申し

上げます。

振り返ってみますと、２期連続の無投票当

選ということで、選挙戦もたった１日で終

わってしまったことから、市長の２期目にか

ける思いや公約が市民の皆様にどのように伝

わったのかを考えると、いま一つ浸透してい

ないのではないかと思います。

そうした中、私どもの会派みさわ未来で

は、今回の市長選挙において、立候補を予定

している方々へ市民の声を政策に反映させる

ことを目的に、昨年の６月より、計８回にわ

たり議会報告会並びにタウンミーティングを

通じて、市民協働のマニフェストを作成して
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まいりました。

延べ２００人を超える市民の方々より、多

くの意見を直接聞き、政策の立案を協働で進

めてきた結果、みさわドリームプラン、市民

の八つの声と２０の提案と銘打って、当時、

立候補を表明していた種市市長へ４月１１

日、直接手渡し、市民の声を２期目のマニ

フェスト、いわゆる公約に取り入れていただ

くよう要望したところでございます。

これが当時渡した、我々の作成したみさわ

ドリームプランでございます。概略版、そし

て詳細版は我が会派のホームページに掲載さ

れておりますので、市民の皆様には、ぜひア

クセスしてごらんいただきたいと思います。

市長からは、このドリームプランに対しま

して、大変前向きな御対応をいただき、４月

２２日には文書で御回答をいただきました。

また、回答内容につきましても、数項目に

わたり私どもの政策を取り入れていただきま

したことは、大変意義深く、市民からも大き

な評価をいただいているところでございま

す。本当にありがとうございました。

本定例会は、当選直後ということで、この

ことについてはこれ以上触れませんが、我が

みさわ未来は、このみさわドリームプランの

実現に向け、今後、議会で論戦を闘わせてま

いりたいと思いますので、よろしくお願いを

いたします。

そこで、この政治姿勢問題につきまして

は、会派みさわ未来の政策部長としてお伺い

をしたいと思います。

今回の立候補を決意するに当たり作成した

市長の公約について、いまだ知らない方々も

数多くいらっしゃるのではないでしょうか。

ここで、改めて市長の２期目にかける意気込

み並びにその公約について伺うものでござい

ます。

次に２点目、防災問題。防災メール等火災

時の情報、震災時の情報について伺います。

３月１１日、東日本大震災が発生し、私た

ちの災害に対する概念を大きく変える未曾有

の損害をこうむりました。

発生直後、通信施設の被災、大規模停電に

よって、通信のメディアや通信の手段が、一

時ほとんど使えなくなった一方で、インター

ネットなどの活用が大きな力を発揮いたしま

した。中でも、ツイッターは、本来のつぶや

きを超えて、被害状況の確認や被災者の救

援、安否確認、生活関連情報の共有といった

用途で多くの人々に活用されました。

また、その後の被災地の復旧支援等では、

支援物資やボランティアの情報やマッチング

にも広く活用されています。

皆さん、当時を思い出してみてください。

東北一帯がやみに包まれ、一切の情報が入っ

てこない不安。各地で一体何が起こっている

のか。親戚はじめ友人・知人の安否はどう

なっているのか。原発が被災したらしいが、

現状はどうなっているのか。電気は一体いつ

ごろ復旧する見通しなのか。市民の皆様も災

害時における情報の重要性を改めて認識した

のではないでしょうか。

そうした中、発生直後、本市におきまして

は、情報メールｉｎ三沢で、第一報が３月１

１日午後２時４９分、津波警報が発令された

旨の情報が流されました。その後、各種の情

報が市民に提供されておりますが、私は、こ

れまでの市の情報に対する対応は、他市に比

べ大きく劣っているのではないかと感じてい

ます。

そこで、お伺いいたします。情報メールｉ

ｎ三沢において、情報の入手、いわゆる情報

源はどこで、その情報はどのように入ってく

るのでしょうか。そして、その情報をだれ

が、どのような基準で判断して市民に発信し

ているのか。情報の入手から発信までの流れ

について伺いたいと思います。

次に、平成１１年３月２３日付で、当時の

鈴木市長と三沢郵便局長奥山俊一様と、災害

時における三沢市内郵便局と三沢市の相互協

力に関する覚書並びにわがまち情報提供サー

ビス及び道路損傷等の情報提供に関する覚書

等が締結されておりますが、１０年以上も前

の締結であり、郵便局も民営化されたこと
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で、内容等についても、今後のソーシャルメ

ディアの方向性をかんがみ、早期に見直しを

図り、締結し直すべきと考えますが、今後の

対応について伺います。

あわせて、市内各ボランティア団体と、こ

のような情報収集の手法として、同様の締結

をすることも求められてきていると思います

が、このことについても見解をお伺いいたし

ます。

そして、最後になりますが、このような大

震災を経験した中で、本市の情報提供や情報

共有について、今後の方針、ビジョンについ

てお伺いいたします。

次に第３点目、消防問題の自主防災組織に

ついてでありますが、この質問も震災にかか

わる事項として取り上げさせていただきまし

た。

さて、私は、これまでも消防問題について

何度も質問させていただいておりましたが、

とりわけ、市民の協働のまちづくりの中で、

防災と地域というテーマのもと、地域の連携

について数多く取り上げてまいりました。

また、私自身のマニフェストに掲げ、これ

までも多岐にわたり執行部と論戦を戦わせて

きた項目でもございます。

繰り返しになりますが、私は、あの大震災

にあって、行政並びに地域住民の安全に対す

る意識が、その違いこそが被害の明暗を分け

たのではないかと思っています。

特に、私たちがこれまで進めてきた災害に

対する行政の施策が本当に正しかったのか、

大きな疑問を持たざるを得ません。

私は、平成２１年第３回定例会において、

自主防災組織の組織率の目標値と、その対策

について一般質問をさせていただきました。

そのときの消防長からは、

自主防災組織は、住民一人一人が自分の

命は自分で守る、そして、自分たちの地域

は自分たちで守るという自覚、連帯感に基

づき、災害による被害を予防し、軽減する

ための活動を行う自主的な組織でありま

す。

平成７年１月に発生した阪神・淡路大震

災を契機に、自主防災組織の重要性が改め

て認識されたことから、三沢市では、平成

７年９月に、さつきケ丘町内会が最初の自

主防災組織を結成し、本年４月に、新たに

大町第４町内会、浜三沢町内会の２団体が

結成され、現在では１２団体となっており

ます。県の集計方法による自主防災組織

は、災害活動をする婦人防火クラブを含め

ることとなっており、婦人防火クラブ５団

体を加えると、当市の組織数は１７団体と

なり、組織率は１７.２％となります。

なお、県平均は、平成２０年度のデータ

によりますと、２５.６％となっておりま

す。

これまで、自主防災組織の結成について

は、町内会長会議や連合町内会総会におい

て自主防災組織の重要性を説明し、結成促

進を呼びかけてまいりました。さらに、問

い合わせのあった町内に対しては、直接町

内会に出向き、結成をお願いしてきたとこ

ろでもあります。

今後につきましては、従来の促進活動に

加え、広報みさわ、マックテレビ、ホーム

ページなどを活用し、防災に対する自主的

な活動の重要性を強く訴え、年に２から３

団体の結成を目標とし、平成２４年度まで

に県平均に近づけ、安全・安心のため、防

災体制の充実に努めてまいりたいと考えて

おります。

との答弁でございました。

このときの再質問で、自主防災組織の当時

の全国平均は６０％以上であり、組織のおく

れている青森県の平均値、先ほど申しました

２５.６％、これは全国ワースト３位、この

ような低い数値に目標を合わせるのではな

く、消防本部が、まずは意識改革をして、高

い組織率を目標に掲げ、取り組むべきとして

きたところでありますが、平成２４年度をめ

どに２７％にする、そういう数値目標は引き

出せたものの、それ以上の回答をいただくこ

とはできませんでした。
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そこで、このときの答弁を受けて、さらに

は、今回の震災における地域の防災体制をい

ま一度振り返り、質問をいたします。

まずは、東日本大震災の発生時における各

自主防災組織の活動内容について伺います。

次に、東日本大震災の発生を受けて、今後

の自主防災組織の組織率のあり方並びに育成

対策について伺います。

最後に、各地域の防災対策として、発電機

などの購入が急務だと思いますが、今後の装

備品等の対応について伺います。

最後に、一般質問の４点目、行政問題。指

定管理者制度についてであります。

平成１５年９月に導入された公の施設の指

定管理者制度、本市でも平成１８年より実施

され、５年を経過いたしました。

手探りの中で、制度運営の詳細が自治体に

ゆだねられたこともあり、全国的にさまざま

な課題も明らかになってきました。

昨年末には、総務省も適切な制度運用を求

める通知を発し、改めて、制度の目標が単な

るコストカットではなく、住民サービスの向

上を示したところですが、今回は、これまで

運用してきた本市の指定管理者制度の評価

と、今後の指定管理者制度の最適化について

質問いたします。

さて、この制度の導入で、民間企業もＮＰ

Ｏも広く公の施設の管理運営を担えるように

なりました。現場では、効率的な運営やサー

ビスの向上が図られる一方で、官と民の意識

の違いによる課題も見えてきているのではな

いでしょうか。

指定管理者制度が民間のノウハウやスキル

を存分に発揮し、地域の公共サービスの質を

高めていくには、どのような制度や仕組みが

望ましいのでしょうか。そのような視点か

ら、私は指定管理者制度の最適化に向けて検

討する時期に来ていると考えております。

そこで、これまでの本市における指定管理

者制度の実績について、どのような評価をし

ているのかをお伺いいたします。

また、最適化の必要性から、モニタリン

グ・評価を重視した指定管理者制度運用ガイ

ドラインを策定するべきと考えますが、当局

の見解を伺います。

以上で、私の一般質問を終わります。あり

がとうございました。

○議長（馬場騎一君） ただいまの９番太田

博之議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの太田議員

さんの御質問のうち、政治姿勢問題について

は私から、その他につきましては担当部長か

らお答えをさせますので、御了承願いたいと

思います。

さきの三沢市長選挙におきましては、市民

の皆様や議員各位の変わらぬ御支援を賜り、

市長としての職を再度託され、改めてその重

責に身の引き締まる思いであります。

初当選以来、この４年間、私は「人とまち

みんなで創る 国際文化都市」を基本理念

とする三沢市総合振興計画の六つの基本方針

に基づき、その理念の実現に邁進してまいっ

たところでありますが、まさに着実な推進こ

そが２期目の私に課せられた使命であろうか

と考えているところであります。

したがいまして、今後の４年間におきまし

ても、先ほど山本議員さんへの答弁で申し上

げたとおり、三沢市総合振興計画の六つの基

本方針に基づく各種事業に積極的、果敢に取

り組んでいくことを私の公約とするものであ

ります。

とりわけ、東日本大震災で壊滅的な被害を

受けました漁港施設や、その他農業関連施設

等、早期復旧あるいは復興を最優先的に取り

組むべき課題と位置づけ、これまで以上に元

気で活発な三沢市の第１次産業としたいと考

えているところであります。

したがいまして、それぞれの六つの柱の取

り組むべき主なものについては、先ほど申し

上げたとおりでありますが、２期目の市政運

営につきましても、三沢市総合振興計画を基

本に、山積する行政課題の解決と、さらなる
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三沢市の発展に向けまして、初心を忘れず、

まさに独掌鳴らずの精神で、市民とともに歩

む市政を目指し、全力を傾注して、市民の皆

様方の負託にこたえてまいる所存であります

ので、よろしくお願い申し上げたいと思いま

す。

私からは、以上であります。

○議長（馬場騎一君） 政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 行政問題

についての１点目、指定管理者制度の実績に

対する評価に関する質問にお答えいたしま

す。

当市では、効果的で効率的な公の施設の管

理運営を図るとともに、民間事業者等のノウ

ハウを活用した利用者サービスの向上を目的

に、平成１８年度から順次指定管理者制度を

導入し、平成２３年４月１日現在において１

０５の施設に同制度を導入しております。

各施設を指定管理者制度により管理運営す

るに当たり、必要な業務と指定期間における

基本的事項を定めた基本協定書を指定管理者

との間で締結しております。

この基本協定書の中で、指定管理者に毎年

度終了後、管理業務の実施状況や利用状況な

どを記載した事業報告書の提出を義務づけて

おり、市では、事業報告書の内容等を精査し

て、指定管理者への指導を行っております。

こうした中で、基本協定書に基づいた施設

の管理運営が行われているか、利用者に対し

て適切なサービスが行われているかなどをよ

り正確に把握し、さらなる利用者サービスの

向上を図るため、制度運営に際しての基本的

な考え方や手続について、平成２０年度に三

沢市指定管理者制度運営方針を定めておりま

す。

この運営方針に基づき、市が指定管理者に

対し、施設の適切な管理運営を行うための監

視・指導方法や各施設の管理運営状況の評価

に対する事項をまとめた三沢市指定管理者制

度モニタリングマニュアルを策定し、平成２

１年度からモニタリングを実施しておりま

す。

このマニュアルでは、指定管理者に対し

て、年度事業報告書のほかに、毎月の報告の

提出とアンケート調査の実施を求めており、

市は、報告書の確認だけでなく、管理業務の

実施状況の詳細を把握するための実地調査を

行うこととなっております。

これらモニタリングの結果を踏まえ、市と

指定管理者は随時協議を行い、業務改善に努

めるとともに、毎年度、指定管理者業務総括

評価を実施し、その結果を市のホームページ

などで公表しております。

総括評価は、３０以上の確認項目について

評価し、その結果に基づいて、４段階で総合

評価をすることになっております。

具体的な手順としては、まず、指定管理者

が基本協定書に基づいた管理運営がなされて

いるかについて自己評価を行い、その後、担

当課が各種モニタリングの結果や指定管理者

の自己評価の結果をもとに所管評価を行って

おります。

なお、昨年度における所管評価におきまし

ては、おおむね良好であるという結果が出て

おります。

今後におきましても、引き続きモニタリン

グを実施し、施設の効用をさらに高めるた

め、指定管理者とともに適切な施設の管理運

営に努めてまいりたいと考えております。

次に、指定管理者制度運用ガイドラインの

策定についてお答えします。

当市では、指定管理者制度の適切かつ円滑

な運営や、利用者サービス向上を図るため、

三沢市指定管理者制度運用方針と、三沢市指

定管理者制度モニタリングマニュアルを策定

しております。これらが当市における指定管

理者制度のガイドラインであると認識してお

ります。

今後におきましても、モニタリングの結果

や利用者、指定管理者からの御意見、他自治

体の状況等を踏まえた上で、運用方針やマ

ニュアルの内容について随時検証を行い、必

要に応じて見直しを行うなど、利用者サービ

スの向上と効果的で効率的な施設の運営管理
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が図られるよう、そして、指定管理者制度の

最適化が図られるよう推進してまいりたいと

考えております。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 防災問題の第１

点目、情報の入手から発信までの流れについ

てお答えをいたします。

災害情報のうち気象情報につきましては、

青森地方気象台発表の情報を、市において、

県防災情報ネットワーク及び防災メールの

メールサーバで情報を取得し、同内容を市民

に対して、防災メール、防災行政用無線及び

マックテレビにて情報を発信しております。

地震情報につきましては、市役所に設置し

ております地震計が震度を感知した場合、そ

の情報が青森地方気象台に自動送信され、青

森地方気象台より、気象情報と同ルートに

て、市民に対し情報を発信しております。

また、気象及び地震情報以外の情報につき

ましては、関係する機関から得た情報及び各

担当課で発信すべき情報を関係部署で検討の

上、メールを発信しております。

次に、御質問の第２点目のうち、平成１１

年３月２３日に締結した三沢郵便局と交わし

た覚書の書きかえについてでありますが、覚

書中、被災状況の情報提供等に基づく郵便配

達員から情報提供等につきましては、東日本

大震災の際にはほとんど機能しない状況であ

りましたが、信憑性の高い災害情報の入手手

段の一つと考えられるため、今後、書きかえ

を協議してまいりたいと考えております。

また、警察署との情報提供につきまして

は、平成２１年９月２８日に、住民の安全に

関する協定の中で、三沢警察署から提供を受

けた内容を市が必要と判断したとき、防災行

政用無線及び防災メールにより、住民に対し

て周知を図ることとしております。

次に、ボランティア団体からの情報提供に

つきましては、広くリアルタイムで情報を収

集することができることから、情報受信方法

や提供情報の確認方法等を検討した上で、連

携を図ってまいりたいと考えております。

次に、御質問の第３点目の今後の情報提供

の方針につきましては、現在、運用している

防災行政用無線、マックテレビ、防災メー

ル、ホームページを活用した情報提供を引き

続き実施することとし、情報収集に当たって

は、情報の信憑性の高い観点から、現場に出

向いている職員から確実に情報収集できる体

制を強化するための方策を今年度中に策定し

たいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 消防長。

○消防長（月館 孝君） 消防問題の第１点

目、東日本大震災における自主防災組織の活

動内容についてお答えいたします。

自主防災組織は、自分たちの地域は自分た

ちで守るという地域住民の連携に基づき、災

害による被害の防止及び軽減を図ることを目

的に活動を行う組織であり、町内会等が母体

の組織と地域の婦人防火クラブなどがありま

す。

当市においては、本年６月現在で、婦人防

火クラブも含め１９団体が結成され、初期消

火や救護、避難等の訓練及び各種研修会など

に参加し、その地域の災害時における被害の

軽減や地域住民のコミュニティー活動に寄与

しております。

さて、東日本大震災発生当初の初動活動と

しましては、ほとんどの自主防災組織が町内

の巡回を実施し、避難の呼びかけや、ひとり

暮らし高齢者の安否確認を実施しておりま

す。

また、各組織に配備されている発電機を活

用し、停電に対する対策や、ひとり暮らし高

齢者のケアとして、非常食、水などの提供、

炊き出しなど、それぞれの組織の住民がとも

に助け合いながら対応しました。

幸いにして、現在は地域住民の生活が平常

に戻り、震災に対する自主防災組織としての

活動は行われておりません。

次に、第２点目、自主防災組織のあり方に

ついてでありますが、消防本部といたしまし
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ては、自主防災組織の重要性から、町内会長

会議や各町内会へ出向いての説明など、さま

ざまな機会で組織結成をお願いしております

が、現在の組織率は２１.１％にとどまって

おります。

しかしながら、この震災を受け、未結成の

町内会から自主防災組織の結成についての問

い合わせ等が多く寄せられていることから、

これを機により一層の組織率向上を目指すた

め、関係部局との連携を図り、町内会単位の

自主防災組織だけでなく、集会所単位、学区

単位、連合町内会のブロック単位など、いろ

いろな方向性を検討してまいりたいと考えて

おります。

次に、第３点目、各地域の防災対策として

の装備品の対応についてでありますが、自主

防災組織では、地域防災活動の拠点地として

集会所を利用し、発電機やテント、工具な

ど、救出・救護用資機材を保管し、三沢市総

合防災訓練の時期に合わせ、町内会単位の地

域自主防災訓練を実施し、災害に備えており

ますが、自主防災組織が結成されていない町

内会の集会所に資機材を配備することにつき

ましては、今後、設立される復興委員会など

で検討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） ９番。

○９番（太田博之君） それでは、何点か再

質問をさせていただきます。

まず、防災問題でございますけれども、そ

れぞれ気象情報、地震情報を含めて答弁が

あったのですけれども、その他関係機関とい

う形で一緒くたにされたのですけれども、ど

ういうところがあるのか、具体的に関係機関

の情報収集源のところをお知らせいただきた

いと思います。

そして、三沢警察署と当然連携をして、そ

ういった情報メールで、不審者情報等市民の

安全・安心にかかわる情報を流していただい

ている、これは私も理解しております。

しかし、先般の地震の災害の際に、私、ツ

イッターをやっているのですけれども、ツ

イッターのフォロワーの方から、これは市外

に住む方です。三沢市内周辺において空き巣

事件が多発しているようだけれども、どうな

のだということで、私のところに問い合わせ

があったのです。すぐ私、そのツイッターの

問い合わせに応じようと思って、三沢警察署

に行きました。

そうしたら、三沢警察署では、事件には

なっていないけれども、要するに事件にな

る、ならないというのは、被害届が出る、出

ない。被害届が出るということは、いわゆる

損害を確定しなければならない。例えば当

時、石油、ガソリンが不足していたものです

から、何リッター盗まれたのか確定できない

ということで、事件にはならなかったけれど

も、数件そういうのはあると。

私どもとすれば、すぐさま、こういった、

これは三沢警察署の発行している交番情報、

震災発生後の空き巣事件多発、こういうのを

たしか２００枚ぐらい刷って、各主要なとこ

ろに配布をしていると。三沢警察署が出して

いるのですね。当然、多分、これは市のほう

にも連絡来ているのかなと思って、市に問い

合わせをしました。そうしたら、うんやかん

やと言って、とうとう情報メールには流され

ていないのですね。

要は、確かに震災後で、さまざまな業務が

忙しかったのかしれませんけれども、こうい

う情報をきちんと市民の方々に流す。そのた

めに、先ほど総務部長が言いましたけれど

も、要は、協議しながら、これは正しい情

報、これは正しくない情報、当然そうですよ

ね。ただ、スピードとか、その進め方自体を

きちんとマニュアル化しないと、どれが優先

順位なのかというところが私はわからないの

ではないかと思うのですね。

やはりこういった部分からすると、そう

いった情報の仕分けをきちんとする。だれが

どういった基準で判断をして流すのかという

ところをやらないと、その都度、担当者もか

わりますし、その人の判断ということもある

と思います。ですから、そういったことがな
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いように、必要最低限、こういった情報があ

れば速やかに流す。

そしてまた、先ほど藤田議員の、ホーム

ページが、外人がいっぱい住んでいるからと

いうこともありましたけれども、三沢市の場

合の情報発信というのは、やはり自衛隊の

方々、原燃関係の方々が三沢にいっぱいい

らっしゃるということで、その方が転勤して

も、この中にはやっぱり友人、知人がたくさ

んいらっしゃるのです。市外の方々でも、三

沢の情報を大変気にしている方が相当数いる

というのが、私は今回、震災後の、例えばツ

イッターとかホームページの情報交換の中

で、かなり身にしみて感じました。

ですから、そういった意味も含めて、市民

向けというのもありますけれども、市民に対

する御家族の方が県外から、いろいろな形で

心配をしている目といったものも、情報とい

う一つの考え方の中に入れていただきたいな

と思っています。

ちなみに、警察署は、こういう安全対策と

いうことで、英語のこういう広報も出してい

るのですね。こういったのも、私はちょっと

勉強不足でしたけれども、三沢警察署もこう

いった交番情報を日本語版、英語版、さまざ

ま駆使してやっているということも、市のほ

うも、何かもうちょっと情報の連携があれ

ば、市のほうの情報の開示の仕方、発信の仕

方というのも出てくるのではないかなと思っ

ていますので、その辺のところをお聞かせい

ただきたいと思います。

今回の防災問題の大きな柱は、いわゆる情

報という考え方について、市の考え方という

のがちょっと私は甘いような気がするので

す。各自治体、情報伝達とか情報共有といっ

たものは、いわゆる行政運営の柱だと、基本

だということで位置づけている自治体が最近

すごく多いのです。

先ほども、共有とか連携をしてと言ってい

ますけれども、それは、まず、同じ情報をど

う自分たちが受けとめていけるのか、そこか

ら私は始まるというふうに思うのです。

実質、先ほどもツイッターの話をして、た

びたび私も議会なんかでも話をするのですけ

れども、八戸市は、実は２０１０年２月から

ツイッターを始めているのです。その中で、

震災後に、いわゆる情報伝達がなかなかでき

なかったので、ツイッターに力を入れたので

す。いわゆる津波情報も避難情報も、市営バ

ス、停電、ごみの収集、生活情報、例えばガ

ソリン情報、どこで開いていますよとか、ど

こどこが、それによって渋滞していますよ

と、そういうのを適時にやった。そうした

ら、フォロワーが震災後４倍にふえて９,０

００人になったのです。今もどんどんふえ続

けていて、きのう調べたら１万３,６００人

を超えているのです。

要は、この情報を見るか、見ないかという

のは、その情報をどれだけ充実させるかとい

うところで、その情報源が成長していくので

す。いろいろな形で私はツイッターを出すの

ですけれども、今現状で生きている部分とい

うのは、その繰り返し、それが実用性がある

ということで、どんどんニーズが高まってい

る。

ですから、私は、ツイッターを何とかやれ

という話ではないのです。当然答弁でもツ

イッターなんかやる意思は感じられませんの

で、それはいいのですけれども、ただ、市民

の人たちは、他自治体の出しているツイッ

ターの情報とか、防災メールと生活情報と必

ず比べますよ。八戸市はこんなに出している

のに、十和田市はこんなに出しているのに、

何で三沢市はこれしか出していないのだと。

私は、そこが大きな問題なのかなと。

ぜひとも今後の情報に対する方針、指針に

関しては、もう一度根本から考える機会が、

私は、こういった大きな災害があったとき

に、改めて私は見直すべきだというふうに考

えておりますので、その辺のところも再度答

弁をいただきたいと思います。

続いて、消防問題。自主防災組織、今現在

２１.１％、一生懸命努力しているのもわか

りますし、その他の業務の中で多岐多様にわ
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たる消防業務、私も消防団員の１人ですの

で、理解しているつもりです。だからこそ私

は、この自主防災組織を一日も早く全国平均

に近づけるように努力していただきたいと思

うのですね。

今回、やはり自主防災組織のあった地域

と、そうではない地域は対応が全然違います

よ。地域の人たちがみずから、自分たちの使

命感として動いている地域と、やはりだれか

がやってくれるだろうと、確かに自主防災組

織がなくてもやった地域も聞いています。た

だ、組織立ってやるのと、やらないのでは、

これは全く違うではないですか。

私は、平成２１年３月の一般質問の答弁を

あえて披瀝させていただきました。ちょっと

失礼かなと思いましたけれども、要は私が言

いたかったのは、例年２から３団体ぐらい

やっていると、このぐらいだったら可能だろ

うと。ですから、今後、２４年までには２か

ら３団体という、これは前例踏襲型ではない

ですか。

そうではなくて、何とか５年間の間に全国

平均まで絶対上げるのだと目標を掲げたとき

に、はじめて、それを達成するための施策が

出てくるのではないですか。今までこういう

方法で何とかやれたから、ここは大丈夫だろ

うと。ただし、もう一歩進んで、この自主防

災組織を地域の安全のかなめにするのだと、

協働の柱にするのだという思いがあれば、

もっと高い目標値を設けて、それを実行する

ためにはどういう方法があるか、そこで考え

て知恵を出すのが、我々のやる気とか協働で

はないですか。

ぜひとも私は、この機会に、市長も含め

て、協働のまちづくりの中で、やはり防災と

いう一つのキーワードは、今チャンスです

よ。地域の人たちが一つになれる。私は、そ

ういう意味では、この自主防災組織を何とか

全国平均６０％に上げる努力は今しないでい

つやるのだという思いがありますので、防災

組織の組織率のあり方については、もう一度

答弁いただきたいと思います。

ちなみに、今、町内会の加入率が６０％を

切るところまで下がってきてしまっているの

ですね。やはり自主防災組織というのは、若

い人がやっぱり地域の中で一生懸命やってく

れないと、つくりたくてもできない事情を抱

えているところはいっぱいあるのです。まさ

にこういうときに、防災という一つの切り

口、自分たちの子供たちを守る、若いお父さ

ん、お母さんたちにもう一度地域に向かって

もらう。

先ほど言ったように、学校やいろいろな視

点の中から、自主防災という切り口でやって

いく。そういうのを私はやれば、一極集中、

一気呵成、集中的に市民の皆さんとこの防災

について語り合い、目標値を持ってみんなで

達成していく。ぜひそういったところも含め

て、先ほどの中にあったものを参考にして、

もう一度答弁いただきたいというふうに思い

ます。

最後になりますけれども、指定管理者制

度、モニタリングと協定書にかかわる報告書

を含めて精査をして、最適化を図っていくの

だと。私は、この最適化の中で一番大事なの

は、やはり指定管理料をどこまでにするかと

いうところのガイドライン、これをきちんと

やっぱり、そろそろ私は決めなければだめだ

と思っている。

青森県は、平成２４年度、来年度から公の

教育に関する施設をかなりの数の指定管理者

制度に踏み切る。これまで、教育施設等はな

かなか一歩進まなかったのだけれども、や

る。

その中で、今までの指定管理者制度の踏襲

をした中で、やはり応札する指定管理者の中

での、いわゆる指定管理料の競争合戦、どん

どん安くなっていく。安いのに歯どめもかか

らなくなってしまって、最後は安過ぎてし

まって、次の年度はとるところがなくなって

しまったという施設なんか全国にいっぱいあ

りますよ。

気がつかないうちに、指定管理料が下がっ

たことで、市民サービスが下がっている。だ
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けど、仕方ないかと思っている人たちもい

る。随分安くやっているからねと。それで本

当にいいのかな。

三沢市の施設の中には、まだそういったの

はないと思いますよ。しかし、今後、ある程

度の指定管理料のアウトラインを決めておか

なければ、私は、安かろう、よかろうではな

くて、安かろう、悪かろうになっていく可能

性がある。

そして、その中に、私が先ほど言った青森

県が今考えている方向というのは、３分の１

方式ということです。これはどういうことか

というと、ある程度の指定管理料がここまで

下がったら、ここからは下げない。指定管理

者にある程度の利益を上げてもらおう。その

かわり、利益が上がった際には、３分の１は

やってくれた業者に返しましょう。３分の１

は設置者の県がもらいましょう。残りの３分

の１は、そこで働いている従業員にお返しし

てください。こういう形で条例に書き込もう

というのを検討をしているということです。

私は、これ大事なことだと思います。

利用料金制度が入っているところと入って

いないところとありますけれども、最終的に

は、やっぱり自立した指定管理者制度という

のは、利用料金制度があるべきだと思ってい

ます。そのときに、今まで言った評価、さま

ざまな協定書の報告書の中で、では、どこま

で市がそこまで踏み込めるかと、そういった

ところまでお考えになっているのか。また、

もしもそういったのを考えているのであれ

ば、どういう方向で今後進むのかというとこ

ろを再度お伺いしたいと思います。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 指定管理

料のことでありますが、更新のたびに指定管

理料が減額となり、公募によって競争が激化

して、悪いような結果が出るのではないかと

いうことですが、当市の指定管理料の基準額

は、更新前の指定管理者の指定管理料や実績

によってではなくて、その都度、各施設の管

理運営に必要な経費を積算して算出しており

ます。これを基準額としております。

それと、利用料金制の取り扱いですが、利

用料金制を定めていて、基準額を上回った場

合には、そのうち３割は市に、７割は指定管

理者の収入となっております。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 再質問にお答え

させていただきます。

災害情報の関係で、関係機関ということで

したけれども、具体的にここということはな

かなか言いづらいのですけれども、いわゆる

各課に関係する機関というふうに御理解いた

だきたいというふうに思います。

それから、警察からの情報提供が市に届い

たような、届かないようなお話のことだと思

うのですけれども、一応警察のほうから提供

された情報については流すような形にしてお

りますけれども、今回の件につきましては、

改めて検証して、何か問題点はなかったの

か、その辺、検討したいというふうに思いま

す。

それから、今後の情報に対する方針ですけ

れども、先ほども御答弁申し上げましたけれ

ども、現在使用している手段の効率化等を含

めて、総合的に検討したいというふうに思っ

ております。

以上でございます。

○議長（馬場騎一君） 消防長。

○消防長（月館 孝君） 再質問にお答えい

たします。

三沢市で組織率が低迷している一つの理由

といたしまして、町内会が自主防災組織の機

能を担っているという、例えば防災訓練にか

かわる訓練とかですね。今回の被災におきま

しても、沿岸線のアンケート等では、町内会

等でも、同じとは言えないですけれども、そ

ういう安否確認とか避難の呼びかけ等をして

おります。

ただ、議員さん御指摘のとおり、組織的な

訓練とか、装備品の違いにより、その対応が
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あると考えておりますので、この震災を機

に、さらに住民の皆さんの理解をいただきま

して、後期の総合振興計画では全国に近づけ

るような目標を立てまして、努力してみたい

と思います。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） ９番。

○９番（太田博之君） 再々質問を簡単にし

たいと思います。

指定管理者制度、確かに利用料金制度が

入っているところは３対７ということになっ

ているのですけれども、いわゆる、そこまで

利益が出るような形での試算といったものが

本当に正しいのか。今後、いろいろな施設が

利用金制度を入れるときに、そのときのアウ

トラインはどこなのかというところを本当に

考えなければ、私はいけないのかなと。

先ほど、そういった施設は三沢にないとい

うふうに言いましたけれども、ただ、私も以

前指定管理者にかかわった人間として、ここ

の施設はこれだけの予算だから、これは厳し

いのだよという中で、実質、苦情とか、どう

なっているのだという話は、行政に行ってい

るかどうかわかりませんけれども、私には相

当数入っていますよ。各団体一つずつ出せと

言ったら出せますよ。

私は、だからそういったものが、あえてど

こどこの施設と言うと、一生懸命やっている

指定管理者の方に失礼ですから、それは言い

ませんけれども、皆さんの耳にも多分入って

いると思いますよ。

だから、そういったものがちゃんとあるの

ですから、最低限のラインの中から、本当に

一生懸命頑張って、企業のいいところが出る

ような、民間のいいところが出るようにする

ためには、そこはやっぱり行政が、今の一つ

の協定書なり報告書の中で、やりとりする中

でつくり上げていくものだと私は思っている

ので、その辺のところを再度答弁をいただき

たいと思います。

情報についてですけれども、各関係機関、

それぞれおつき合いがありますし、いろいろ

なところから情報を入手するというのは当然

わかります。総体的に、総合的に検討すると

いう中に、私は、さっきから言っているツ

イッター、これを１回見てくださいよ、皆さ

ん。本当に、今どんどんふえてきているので

す。経費ゼロですから、１円もかかりませ

ん。先ほど言ったいろいろなイベント情報か

ら、さまざまな情報が、本当に、八戸なん

か、この辺ではすばらしいです。

ぜひとも、総合的に検討するという中に、

ツイッターをぜひ検証していただけるという

ことを、できるか、できないか。ぜひやって

いただきたいと思うのですけれども、その辺

のところを、答弁をお願いします。

自主防災組織ですけれども、事情は大変よ

くわかります。確かに町内会は、ある、なし

にかかわらず一生懸命頑張っている、私もわ

かっています。

ただ、これはですね、今、全国で、自主防

災組織がある、なしで相当違ってきているの

です。これで、もしも家の倒壊・半壊が市内

一円になったとき、これは差が出ますよ、絶

対。それはわかっているではないですか、同

じ消防人として。そこは逃げないで、もう一

度答弁してください。

○議長（馬場騎一君） 答弁願います。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 指定管理

者に対する再々質問、回答になるかどうか

ちょっと自信がないのですが、指定管理制度

の料金については、その都度、厳密に積算し

ております。その積算の根拠は、管理運営に

不可欠なものを全部織り込んでおります。そ

の上で決定するのですが、決定に際しては、

額だけではなくて、提案内容のよしあし等も

考慮しております。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 防災問題の再々

質問にお答えさせていただきます。

ツイッターにつきましても、先ほど申し上

げましたとおり、総合的な検討の中に含めて



― 38 ―

まいりたいというふうに思います。よろしく

お願いいたします。

○議長（馬場騎一君） 消防長。

○消防長（月館 孝君） 自主防災組織の

再々質問にお答えいたします。

昨年の４月では、全国で７４.４％、今年

度は、多分８０％を超えると思います。その

中で、青森県、それ以下で三沢市は低迷して

いるわけですので、その重要性は十分認識し

ております。全国に近づけるよう最大限の努

力を、後期振興計画に向かってやっていきた

いと思います。

以上であります。

○議長（馬場騎一君） 以上で、９番太田博

之議員の質問を終わります。

この際、午後１時３０分まで休憩いたしま

す。

午後 ０時２７分 休憩

────────────────

午後 １時３０分 再開

○議長（馬場騎一君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（小比類巻雅彦君） 議長を交代し

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

４番奥本菜保巳議員の登壇を願います。

○４番（奥本菜保巳君） 日本共産党奥本菜

保巳でございます。

東日本大震災において、被災された皆様に

対し心からお見舞い申し上げます。震災から

３カ月たっているにもかかわらず、一向に復

旧・復興の兆しが見えず、いまだ避難所生活

をされている方々が１０万人を超えていると

いうことです。政争に明け暮れている場合で

はありません。何よりも被災者の生活基盤の

再建のために必要な支援を速やかに、かつ具

体的に行うことが肝要であると思います。

それでは、一般質問に入ります。

当市におきましても、他の被災地に比べれ

ば被害は小規模ではありますが、紛れもなく

被災地です。

そこで、第１の質問ですが、被災された

方々に対する当市の支援体制について伺いま

す。

これまで想定されていた高さを超えた津波

により、漁港が壊滅状態になり、漁業者が船

や漁具の破損により、また、農業者は、田畑

の塩害、農機具等の破損により、生活の糧を

なくすという事態に陥っています。

また、住宅の全壊・半壊、床上・床下浸水

被害により、生活負担も大きくなり、不安定

な生活を強いられています。

そのため、被災者に対しては、被害の大小

にかかわらず、支援が必要になってきます。

現在、国、県にはさまざまな支援制度があり

ます。国の制度には、被災者生活再建支援制

度、農・漁業者への支援策としては、災害復

旧対策があります。災害救助法による住宅の

応急修理制度などもあります。

この制度は、地震により住宅が半壊し、み

ずから修理する資力のない世帯に対して、居

室、台所、トイレ等、日常生活に必要な最低

限の部分を応急的に修理でき、修理限度額は

５２万円ですが、支給は、お金ではなく現物

給付となっています。

このような制度は、国、県による支援では

ありますが、申請手続等のほとんどは市町村

が窓口になるわけです。要するに、きめ細か

な対応が行政には求められています。被害の

規模が小さいからとか、条件に１００％合致

していないからと事務的に対処するのではな

く、知恵を絞って、どうしたらその支援制度

が受けられるのか、被災された方々の身に

なって対応するべきだと思います。

私ども日本共産党の大門議員が国会で、被

災者からの要望を受けまして、社会資本整備

総合交付金という、市町村が事業を決めて、

それに対して国が補てん、助成するという大

変使い勝手のいい総合交付金の活用について

質問をいたしました。

この交付金は、まずは、市町村の状況、要

望を聞いて、第２次補正予算において対応す

るという回答を得ています。ですから、増額
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に対しては、積極的に市町村が要望を上げな

ければ受けられないということになります。

そこで、住宅再建支援の対象外にも活用で

きるよう、当市として取り組む考えがある

か、伺います。

次に、第２の質問ですが、原子力政策につ

いての１点目、福島の原発事故を踏まえ、放

射線に対する三沢市独自の対策について伺い

ます。

原発事故は、３カ月半たった現在もいまだ

収束に至らず、ますます放射能汚染は広がり

つつあります。このような事故の長期化を踏

まえ、市民の中にも不安の声が広がりつつあ

ります。

当市においても、東通原発、六ヶ所核燃サ

イクル施設の立地に伴い、現在、モニタリン

グポストが当市庁舎別館内に１カ所設置され

ています。福島の原発事故を受け、市民の不

安解消のためには増設する必要があると考え

ます。

モニタリングポストは１基１,０００万円

程度ということですが、市民や関係団体等か

ら要望を聞き、設置場所を決めて県に要請

し、増設するべきではないでしょうか。

また、放射線の被害を最も強く受けるの

は、子供たちであり、子供と父兄の不安解消

のためにも、各学校へ線量計を配付し、安全

確認を行うべきではないでしょうか。当市の

見解を伺います。

次に、原子力政策の２点目について伺いま

す。

皆さん御承知のとおり、我が青森県には、

大間町に大間原発を計画、工事中であり、東

通原発１号機、隣接の六ヶ所村には、原子燃

料サイクル施設が立地しております。福島原

発事故は、決して人ごととは言えなくなりま

した。

まず、大間原発は、商業炉としては世界で

はじめて、全炉心にウランとプルトニウムの

混合酸化物、ＭＯＸ燃料を装荷することにな

り、かなり危険であるということです。

東通原発に関しては、六ヶ所沖合の沿岸部

海域に大陸棚外縁断層があり、マグニチュー

ド８クラスの地震が起こる可能性があるとの

報告もあります。

六ヶ所核燃サイクル施設も、大変危険な施

設が集中しています。再処理工場そばには、

使用済み核燃料貯蔵施設があります。貯蔵

プールには、既に約１,３００体の使用済み

核燃料が貯蔵され、満杯になっています。言

うまでもなく、使用済み核燃料は崩壊熱が出

され、絶えず冷却し続けなければならないも

のです。今回のように電源喪失などの事故が

起これば、福島原発以上に高レベルの放射能

が大量に放出される危険性があるものです。

次に、再処理工場においては、使用済み核

燃料再処理能力は年間８００トン、プルトニ

ウムとウランの生産量が、それぞれ年８トン

とされ、工場内の配管の長さが１,３００キ

ロメートル、配管のつなぎ目が約２万６,０

００カ所もあるということです。ウランとプ

ルトニウムを含む配管は６０キロメートルに

も及び、その配管の中には、金属を溶かす硝

酸液が入っています。この巨大な化学工場

は、主として、地震の余りないフランスの技

術でつくられているとされています。

しかし、地震国である日本、そして、この

工場の場所は、下北半島東方沖の大陸棚外縁

断層があり、その一部が工場直下に続いてい

る可能性があると、渡辺満久東洋大学教授が

指摘しています。

このような１,３００キロメートルもの配

管、継ぎ手が２万６,０００カ所もあるもの

が、強い地震に揺すぶられたらどうなるで

しょうか。また、外部電源が使えなくなった

らどうなるでしょうか。直ちに溶融の加熱な

どにより、想像を絶する大事故発生につなが

ります。また、事故がないにしても、一たん

操業すれば、その危険性は群を抜くことにな

ります。

再処理工場では、使用済み核燃料の中に精

製、蓄積されたプルトニウムを取り出す操作

が行われ、被覆管で覆われ、燃料棒に閉じ込

められていたプルトニウムを細かく切り裂
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き、硝酸に溶かして化学的にプルトニウムを

分離する作業を行います。そうなると、環境

に放出する放射能の量は段違いに多くなり、

原発が１年間で放出する量をたったの１日で

出してしまうというようなことも言われてい

ます。

また、原発を含めたすべての原子力施設

は、原子炉等規制法によって、放射能物質を

環境に捨てる場合の濃度規制を受けるため、

一定の濃度以下に薄めてからでないと捨てる

ことができません。ところが、現在の計画の

ままであれば、再処理工場はこの規制から除

外されており、放射性物質をそのまま排出し

てよいということになっています。そうなれ

ば、毎年７４０人、４０年の操業で約３万人

が放射能の影響によるがんで死亡する計算に

なるそうです。

この六ヶ所再処理工場は、当初、竣工予定

だった１９９７年から１５年もおくれていま

す。さまざまなトラブルなどによって、１８

回も延期され、いまだ本格的操業のめども

立っていません。安全性、経済性、環境破壊

など、あらゆる意味で、有害無益な施設であ

ることは明らかであり、操業中止を求めるべ

きものにほかなりません。

私たちは今、福島原発事故から多くのこと

を学び取らなければなりません。現在の原発

は、本質的に未完成で危険なものです。機械

である以上、劣化や老朽化は避けられず、人

間が行う以上、人為ミスも絶対ないとは言い

切れません。よって、１００％安全な原発な

どあり得ないのです。

よって、原発に依存するという政策から撤

退し、また、新たな安全神話にだまされ、同

じ事故を繰り返させないためにも、原発ゼロ

の日本を目指す決断をとるべきです。

三沢市民を守るためにも、国や県に対し原

発から撤退する計画の策定、極めて危険な再

処理工場の操業中止を求めるべきと思います

が、当市の見解を伺います。

次に、第３の質問、防災計画について伺い

ます。

１点目として、今回の地震による津波被害

の大きかった沿岸地域に焦点を当てた防災に

ついて伺います。

今般、東日本大震災に際して、これまでの

地震・津波による想定外の被害を受けて、

国、県、市が防災計画の見直しを行うとして

います。しかし、行政が行う新たな防災計画

の策定には時間がかかります。

海外でのチリやニュージーランドの大地震

では、半年後、１年後にも大きな余震が起き

ています。強い余震はいつ起こるかわかりま

せん。日本列島は地震の活動期に入ったとも

言われています。

そこで、応急的にでも、沿岸住民と行政が

一体となって、津波対策と避難計画を作成す

る必要があるのではないでしょうか。

既に、市として、沿岸住民から防災や避難

に対する要請の聞き取りを行っているとのこ

と、国や県を待って策定していてはかなり時

間を要します。沿岸地域に住む方から、津波

が押し寄せてくる光景を見た、いつまたあの

津波が来るかと思うと大変恐怖だという声を

お聞きしました。その不安解消のためにも、

地域住民独自の防災計画を早急に策定し、避

難訓練を実施するべきではないでしょうか。

当市の考えを伺います。

次に、防災計画の２点目、放射能漏れ事故

に対する防災計画の必要性について伺いま

す。

これまで、原子力災害により避難を求める

範囲を示すＥＰＺは、原発に関しては半径１

０キロ、核燃に対しては５キロとされていま

す。三沢市の一部は、東通原発から約４０キ

ロ、六ヶ所からは約１５キロとなっており、

ＥＰＺには該当になっていません。

しかし、福島原発事故を見ると、半径２０

キロ圏が住民の立ち入りを禁じる警戒区域、

半径３０キロ圏が屋内避難指示、３０キロ圏

外でも計画的避難区域になっています。よっ

て、核燃５キロ以内では不十分であると思い

ます。

３月１１日の大地震により、六ヶ所でも外
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部電源が遮断し、非常用ディーゼル発電機で

冷却システムに給電する事態に陥りました。

その際に、１台の発電機にふぐあいが生じる

トラブルも起きています。

また、４月４日の余震でも、外部電源が遮

断し、東通原発１号機の非常用発電機が翌日

停止し、危うく全電源が喪失する事態になり

かけました。原因は、ポンプのパッキンを上

下逆につけたことなど、初歩的なミスによる

ものでした。また、非常用発電機の安定性に

も疑問が残ります。

このことからも、原子力施設での事故はい

つ起こるかわからない危険性があり、その対

策が必要だということが明らかになりまし

た。避難体制を整えておく必要があります。

当市として、独自の放射能漏れ事故に対する

防災計画の策定が必要であると考えますが、

当市の見解を伺います。

次に、第４の質問、自然エネルギー政策に

ついて伺います。

福島原発事故を受け、原子力エネルギーか

ら、より安全な自然エネルギーへの関心が高

まってきました。

環境省の報告から、日本の自然エネルギー

は、太陽光、中小水力、地熱、風力だけでも

２０億キロワット以上と推定されています。

これは、日本にある発電設備の電力供給能力

の約１０倍、原発５４基分の発電能力の４０

倍になります。原発の発電能力は、全体で

４,８８５万キロワットですが、太陽電池パ

ネルを全国的規模で公共施設や工場、耕作放

棄地などに設置すれば、１億から１億５,０

００万キロワット、洋上風力発電では６,０

００万キロワットから１６億キロワットの導

入ポテンシャルがあると推定されています。

また、自然エネルギーの本格的導入は、エ

ネルギー自給率を高め、新たな仕事と雇用を

生み出し、地域経済の振興と内需主導の日本

経済への大きな力にもなります。

今、大企業から中小企業、ＮＰＯ法人ま

で、多様な事業所が自然エネルギー事業に参

入する動きが急速に広がっています。それぞ

れの地域に固有のエネルギーを活用するため

に、小規模な事業を無数に立ち上げていくこ

とが求められていますから、仕事おこし、雇

用創出にも大きな効果があります。

高知県の檮原町では、まちおこしとして、

太陽光、小水力、木質バイオマス、風力など

の自然エネルギー開発を進め、電力自給率２

７％を達成し、さらに力を入れようとしてい

ます。

電力自給率１６０％を達成した岩手県葛巻

町のような先進例も生まれています。

また、今後、現行の原発立地関係の自治体

への交付金などを、こういう取り組みを支援

するものに改善させ、自然エネルギー開発と

地域の雇用をつくることを目指していくべき

です。

先般、三沢市でも、自然由来の再生可能な

エネルギーである新エネルギーの活用を推進

するため、地域新エネルギービジョンを作成

しています。その中で、全国的に見ると三沢

市は、この分野では相当おくれていることも

指摘されていましたが、今後、新エネルギー

導入の検討にとどまるのではなく、具体的に

家庭や事業所等への啓発、産業と雇用の創出

に結びつけて、発展させていくべきではない

でしょうか。

そこで、今後の三沢市の具体的かつ現実的

な取り組みをどのようにしていくのか、伺い

ます。

また、市民から、太陽光パネル設置に当

たっては、余剰電力買い取り制度や国の補助

事業もあることから、三沢市でも取り組んで

いただきたいとの要望もあり、当市の見解を

伺います。

次に、最後の質問ですが、子供医療費無料

化拡充について伺います。

さきの市長選におきまして、種市市長は無

投票当選を果たされました。その際、公約と

して、市長は、中学生までの医療費無料化拡

充を約束されました。政府をはじめ、公約を

守らず、昨今たたかれていることが多い中

で、市民との約束はすぐに実行されるべきだ
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と思います。

当市は、現在、所得制限はありますが、小

学校就学前まで入院・通院とも負担なしで現

物給付、すなわち窓口負担なしとなっていま

す。少子化対策、子育て支援の一翼を担い、

若い夫婦の負担軽減にもつながり、大変喜ば

れている事業であり、近隣市町村のほとんど

が中学卒業まで無料になっています。

そこで、三沢市としてもすぐに取り組むべ

きと思いますが、子供医療費無料化、中学ま

での拡充はいつ実行されるのかを伺います。

以上で、私の質問を終わります。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの４

番奥本菜保巳議員の質問に対する当局の答弁

を求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの奥本議員

さんの御質問のうち、子供の医療費の無料化

については私から、その他につきましては担

当部長からお答えをさせますので、御了承願

いたいと思います。

現在、子供の医療費無料化につきまして

は、県の乳幼児はつらつ育成事業をもとに、

扶養者の所得制限がございますが、給付対象

をゼロ歳から３歳までは、通院・入院とも無

料に、４歳から小学校就学前までは、通院時

は月額１,５００円、入院時は１日５００円

の自己負担となっているわけであります。

さらに、この自己負担分は、市の単独事業

として、議員がおっしゃるように、三沢市乳

幼児医療費給付事業によりまして助成をして

おりますので、４歳から小学校就学前の幼児

につきましても、所得制限はございますが、

通院・入院とも無料になっているわけであり

ます。

給付方法でございますが、県内医療機関で

の通院・入院時の医療費の自己負担分は、直

接当市から当該医療機関へ支払う、いわゆる

現物給付によりまして行っているところであ

ります。県外の医療機関での医療費について

は、一たん自己負担分を支払っていただく償

還払いにより対応させていただいているとこ

ろでございます。

子供医療費無料化の拡充につきましては、

これまでの乳幼児の医療費無料化と同様の内

容で、給付対象を中学校までに拡大すること

とし、義務教育を終えるまで医療費の心配を

することのない子育て環境の充実を図るもの

であります。

実施時期につきましては、県内外の医療関

係機関等との調整や協議、さらには、給付対

象者への周知期間が必要でありますので、来

年度をめどに実施してまいりたいと、このよ

うに考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 奥本議員

さん御質問のうち、原子力政策の１と２、防

災計画の２の３点についてお答え申し上げま

す。

まず、原子力政策についての１点目につい

てお答え申し上げます。

原子燃料サイクル施設に係る環境放射線等

モニタリング構想、基本計画及び実施要領に

基づき、平成元年４月から県が実施してお

り、当該施設周辺の１５カ所に測定地点を設

け、環境放射線テレメーターシステムにより

青森県原子力センターに情報を集約し、その

結果を県庁や関係市町村の庁舎のロビーに設

置した表示装置や青森県のホームページで随

時公表しているところでございます。

また、これらの測定結果や周辺地域の農畜

産物や海産物等の評価分析結果については、

青森県知事をはじめ学識経験者、県議会議員

及び関係市町村長並びに関係市町村議会議

長、各団体の代表や県関係部署等職員で構成

する青森県原子力施設環境放射線等監視評価

会議を３カ月に一度開催して、公正な評価・

確認を行い、その結果を県の広報紙であるモ

ニタリング通信あおもり等で公表していると

ころでございます。

御質問の北部地区へのモニタリングポスト

の設置についてですが、当市の北部地区に隣
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接する六ヶ所村平沼集落に測定ポイントが既

にございます。この測定結果や、三沢市に設

置されているモニタリングポストの測定結果

を参考にすれば、当市全体の空間放射線の状

況を把握することができることから、改めて

設置する必要性は高くないものと認識してお

ります。

しかしながら、放射線量について市民の関

心は極めて高い状況にあることから、今後、

開催される原子力政策に関する会議等におい

て議論することも含めて、測定装置の増設の

可否について県と協議してまいりたいと考え

ております。

また、市民に対する測定結果の公表につい

ては、これら評価結果を取りまとめた県の広

報紙を毎戸配布するほか、県ホームページの

閲覧方法を当市の広報誌でお知らせするなど

して、周知徹底を図ってまいりたいと考えて

おります。

次に、市内学校等への線量計の配付につい

てですが、機器選定や測定方法による測定結

果の差異が全国的に問題となっております。

福島第一原子力発電所に伴う被災地周辺へ

の優先的な測定器の配備等にかんがみ、現時

点における購入、配付の計画はございません

が、先ほど申し述べましたように、放射線量

に係る国民・市民の関心が極めて高い状況に

あることから、国、県等の動向を見きわめな

がら検討してまいりたいと考えております。

いずれにいたしましても、エネルギー政策

の推進については、安心・安全が大前提であ

ると考えております。このことから、監視体

制の充実・強化について、国、県に強く働き

かけるとともに、事業者も含めて、公正な測

定公表に努めていただくよう対応してまいり

たいと考えております。

次に、原子力政策の２点目についてお答え

します。

本年３月１１日に発生した福島第一原子力

発電所の事故は、東北地方太平洋沖地震と、

それによって発生した津波など、これまでの

想像をはるかに上回る自然災害によって引き

起こされ、かつ、同時に複数の原子炉施設で

発生した、国内の原子力関連事故としては極

めて大規模な事故となっております。

国は、今回の原子力事故の復旧に向け、原

子力災害対策特別措置法に基づき、原子力災

害対策本部を設置し、事故の早期収束に向け

ての対応と、今後の対応策の検討作業を全力

で行っているところでありますが、これらの

作業を行うに当たっては、高い透明性をもっ

て情報公開することを基本とし、我が国の原

子力安全対策の根本的見直しも含めて検討す

ることとしております。

あわせて、原子力発電の安全確保を含めた

今後の原子力発電のあり方についても検討す

ることとしております。

当市といたしましては、これらの検討結果

や今後のエネルギー政策の動向、県が独自に

設置した原子力防災対策検討委員会での検討

結果などを見きわめながら、地域住民の安

心・安全を最優先に考えて判断してまいりた

いと考えております。

続きまして、防災計画についての２点目に

ついてお答えいたします。

原子力防災に関しては、災害対策基本法及

び原子力災害対策特別措置法に基づき、原子

力災害に関する防災計画を作成し、対策を講

ずることとなっております。

青森県では、青森県地域防災計画の原子力

編において、災害規模の想定や災害対策を実

施すべき範囲、防災予防対策及び災害応急対

策並びに災害復旧対策等を定め、防災対策に

努めているところでございます。

都道府県が策定する地域防災計画は、国の

防災基本計画に基づいて策定されるものであ

ります。

市町村は、県の地域防災計画や国の防災基

本計画との整合性を図りながら、地域防災計

画を策定することとなっております。

御提案のありました市独自の原子力防災計

画につきましては、災害発生時に国、県及び

周辺市町村並びに関係機関との命令系統の混

乱を防ぎ、連携にふぐあいが生じないように
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することが極めて肝要であり、新たな国、県

の基準が示されていない状態では、防災対策

を重点的に充実すべき地域の範囲、いわゆる

ＥＰＺ、エマージェンシー・プランニング・

ゾーンの選定が困難であることから、現時点

では、独自の原子力防災計画を策定する条件

が整っていないと考えております。

先般発生した福島第一原子力発電所の事故

を受け、青森県においても本年６月に青森県

原子力安全対策検証委員会を組織し、ＥＰＺ

の見直しも含めて、国の安全対策を検証する

こととしております。また、これらの検証を

踏まえた青森県地域防災計画の原子力編の見

直しも検討されております。

このようなことから、当市といたしまして

は、これらの県の動向や国が行っている検証

結果を見きわめながら対応してまいりたいと

考えております。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 防災計画につい

ての第１点目、津波に対する防災計画につい

てお答えします。

３月１１日発生の三陸沖を震源とするマグ

ニチュード９.０の巨大地震、東北地方太平

洋沖地震では、観測史上世界最大級の地震に

伴って、東北地方から関東地方にかけての広

い範囲を巨大津波が襲い、当市においても沿

岸部で甚大な被害をもたらしております。

この大震災を受けて、国の中央防災会議が

防災基本計画の地震・津波対策等の抜本的な

見直しを進めることから、県の地域防災計画

の修正等の動向も踏まえ、当市においても地

域防災計画の見直しを行ってまいりたいと考

えております。

しかしながら、地域防災計画の修正には相

当程度の時間がかかることから、その間に発

生する災害に備え、現在、検証作業を進めて

おりますが、津波発生時の避難勧告、避難指

示の発表基準を定めた避難勧告等の判断マ

ニュアル、避難所開設・運営について定めた

三沢市避難所運営マニュアル、職員の初動対

応を定めた初動対応マニュアル等、災害発生

時の行動等を定めた各種マニュアルの見直

し、作成等を速やかに行ってまいりたいと考

えております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 自然エネル

ギーの政策についてお答えいたします。

まず、１点目の自然エネルギー政策の今後

の取り組みについてでございますが、御承知

のとおり、当市では、再生可能な自然由来の

エネルギーである新エネルギーの導入促進を

図るため、昨年度におきまして、三沢市地域

新エネルギービジョンを策定いたしました。

このビジョンは、関係機関・団体から推薦

していただいた委員の方々によって取りまと

められ、最終的には、太陽エネルギーや風力

エネルギー、また、豊富に湧出する温泉熱利

用が当地域に最も適した新エネルギーである

と報告されております。

特に、太陽エネルギーに関しましては、北

国にありながら日射量の数値が東京都を上回

るなど、大変恵まれた環境であることから、

当市といたしましても、ぜひとも利活用を進

めてまいりたいと考えております。

このようなことから、まずは、市民の皆様

に新エネルギーについてよく知っていただく

ため、広報みさわ４月号にあわせて、市内全

世帯に新エネルギービジョンのパンフレット

を配布するとともに、市内小中学校へも配布

したところでございます。

さらに、当面の具体的な推進方策といたし

ましては、市民、事業者、行政機関に加え、

教育研究機関との連携の輪を広げながら、新

エネルギー導入促進のための協議会の設置に

向けまして、市がリーダーシップをとって、

現在、作業を進めているところでございま

す。

今後におきましては、国のエネルギー政策

の動向を的確にとらえて関係事務を進めると

ともに、当市の公共施設におきましても、学

校やコミュニティー集会施設など、多くの市



― 45 ―

民の目の触れやすい場所に、新エネルギー関

連設備の設置を目指してまいりたいと考えて

おります。

次に、２点目の太陽光パネル設置に対する

補助についてお答えいたします。

御承知のとおり、当市におきましては、昨

年５月から地元経済の活性化、市内企業にお

ける雇用の確保への取り組みとして、産業活

性化住宅新築リフォーム支援事業を展開して

いるところでございます。この制度を活用さ

れた市民や市内建築関係者からも大変好評を

いただいているところでございます。

御質問の太陽光パネル設置に対しての補助

とのことでありますけれども、現在の産業活

性化新築リフォーム支援事業におきまして、

太陽光パネル設置工事についても補助対象と

なっており、新築の際には上限３０万円、リ

フォームによる太陽光パネル設置工事につい

ても上限２０万円の補助が受けられる制度と

なっております。

また、青森県においても、本年６月１日か

ら青森県安全安心住宅リフォーム促進事業と

いう制度が開始されたところであり、太陽光

パネルを設置するリフォーム工事につきまし

ては、最大で１５万円の補助を受けることが

可能となっております。

今後におきましては、再生可能エネルギー

の全量買い取り制度の導入や節電対策の取り

組みなど、国の施策の動向を注視しながら、

電気料金や売電価格の動向、県や他自治体の

設置等に係る補助制度の状況とその効果を見

きわめまして、市民が利用しやすい最善の補

助制度を構築してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 建設部長。

○建設部長（中西敬悦君） 被災者支援につ

いてお答えいたします。

今回の東日本大震災による被災者の皆様に

は、被災者生活再建支援法に基づき、住宅の

全壊・大規模半壊の被害を受けた世帯に対し

支援金が支給されております。

また、全国及び海外から寄せられた義援金

が、配分委員会の決定により、住宅の全壊・

半壊世帯に対して支給されております。

しかしながら、被災状況が配分基準に満た

なければ、支援金、義援金の支給を受けられ

ないこととなります。

さて、このような支援金、義援金の支給を

受けられない被災者の方々に対し、社会資本

整備総合交付金を活用した住宅再建支援を行

うべきではないかという御質問でございます

が、この社会資本整備総合交付金は、国土交

通省所管の地方公共団体向け個別補助金等を

一つの交付金に原則一括化し、道路、港湾、

治水、下水道、海岸、都市公園、市街地整

備、住宅及び住環境整備等といった政策目的

を実現するため、地方公共団体が作成した社

会資本総合整備計画に基づき、目標実現のた

めの基幹的な社会資本整備事業のほか、関連

する社会資本整備やソフト事業を総合的・一

体的に支援する制度でございまして、平成２

２年度に創設されました。

この社会資本整備総合交付金につきまして

は、住宅再建支援にも活用できるとの認識は

持ってございます。しかしながら、制度内容

や国費の配分等について、現在のところ明確

となっておりません。今後、国、県へ強く働

きかけてまいります。

なお、現在被災された方も活用できる制度

として、三沢市の産業活性化住宅新築リ

フォーム支援事業や、本年６月から県が実施

しております青森県安全安心住宅リフォーム

促進事業がございますので、これらをあわせ

て活用していただければ、少しでも被災者の

方の支援になるものと考えております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） ４番。

○４番（奥本菜保巳君） まず、これまでの

私の質問の被災者支援、そして防災計画、さ

まざまな質問に対して、前向きに計画を立

て、これから見直ししていくという答弁をい

ただきました。

今、やはり一番行政に求められているの
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は、私は、これは三沢市地域……、こういう

冊子ですが、こういったことをつくること

は、もちろん行政の仕事として大切なことで

す。だけれども、もっと大事なことは、防災

支援のこの対応、今一番求められているの

は、心ある対応、そしてスピードです。つく

ることはもうわかっています、とにかく早

く。本当に大きな余震も、いつ来るかわかり

ません。沿岸の人たちは本当に、いつ来るの

だろうという怖い思いで過ごされています。

やはりスピードが一番大事だと思います。そ

のことをしっかりと提言して、１点だけ質問

をさせていただきます。

まず、原子力政策のことについてなのです

が、福島の浪江町から避難してきた方のお話

を紹介して、訴えたいと思います。これは、

十和田に避難してきた方で、御夫婦と子供２

人で、この方は、私の体験でよければ力にし

てくださいと。議会などで具体的な事例にし

て紹介してもいいですというようなことをい

ただきましたので、ここで、被災に遭った方

がどういう思いをしたのかというのを聞いて

いただきたいと思います。

十和田市には親戚を頼ってきた。今、ア

パートに住んでいる。今、国、福島県、東京

電力から義援金などが届いて、それで生活し

ている。とりあえず１年はここにいるつも

り。地震の日は、夫婦と次男とで、公園で車

中泊した。明け方に避難警報が出された。原

発が爆発するらしい。何のことかわからな

かった。自宅は原発から７キロぐらいの地

点。夫婦で商売をしていた。これまでも原発

は怖いと思っていたし、チェルノブイリの経

験も私なりに知っているつもりだったが、み

んな大騒ぎでパニックになる。原発から逃げ

るには山に逃げるしかない。それが一本道。

避難所となっていた津島地域に行くまで…

…。（「質問じゃない」「問題ある」と呼び

その他発言する者あり）

これは、私は質問に当たる前を言っている

のですよ。その人の感想を述べているわけで

はありません。

一本道です。私たちが今、原子力を、すぐ

隣接するところにいて、避難を受けている人

の話というのは、いつ私たちに起こるからわ

からないのですよ。この話は人ごとではない

のです。だからこうやって言っているのです

よ。

○副議長（小比類巻雅彦君） 再質問に戻っ

てください。

○４番（奥本菜保巳君） 避難所になってい

た。一本道しかなくて大渋滞だった。それま

で本当に戦争状態。強制収容所に運ばれてい

るということは、こういうことだろうなと

思った。

福島原発がある双葉町は１１日に避難をし

ていたわけだが、浪江には何の情報も入って

こなかった。だから、１２日の朝、突然避難

を言われた。だから、何も荷物を持ち出せて

いない。だんなは、車中泊をした後に家に

戻ったが、突然、自衛隊や警察に、逃げろと

拉致されるように追い払われたと言ってい

た。何で情報がちょこちょこ出てくるのか、

危機感がなかった。安全神話だと言えばそれ

までだが、国からは逃げろと言われただけ

で、その後の指示は何もない。勝手に逃げろ

と言われているような気持ちだった。

自治体職員は何をやっていいかわからず、

避難所に逃げてくる人の名簿を手書きでつく

るだけ。避難所は、次から次へと人の出入り

があるのに、何の役にも立っていない。避難

所では、仕切る人もいない中で、ばらばら。

福島では、１日の食事は１人５００ccの

ペットボトルが２本、おにぎりが二つ、菓子

パンが一つだった。

浪江では、若い人は原発で働くということ

が何より名誉だった。学校でも原発ポスター

というものを掲げているし、給料も高い。私

は違和感を持っていたが、だんなも、何も起

こらないから大丈夫と言っていた。店の客も

電力関係が多い。でも、原発で電気をつくる

ということは、こういうリスクがあるのだよ

ということをちゃんと知る必要があります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 簡潔にお願い
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いたします。

○４番（奥本菜保巳君） リスクは１かゼロ

でしかない。原発を推進する人には、だった

ら福島原発の近くに孫を連れて住んでみたら

と言いたくなる。

モニタリングポストを充実してほしい。十

和田市の担当のところに電話をしたら、もう

何日もたったから意味がないと言われ、内部

被曝の調査を頼んだら、それはできないと言

われた。子供たちの運動場の土や空気も心

配。放射能から逃げてきたのに、ここで放射

能を浴びるわけにはいかない。

こういうふうな切実な声があります。こう

いう声を聞いて、全く国、県を頼りにしてい

たら、本当に三沢市民を守ることができるの

でしょうか。私は、国、県を頼りにするので

はなくて、しっかりとこういうふうな実態が

あるのだということを見て、モニタリングポ

ストにしても、そして、原子力災害にして

も、きちんと独自の市の対策が必要だと思い

ます。もう一度そのことについて答弁をお願

いします。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 奥本議員

さんの再質問、モニタリングポストの件と防

災計画の件に触れながら答弁いたしたいと思

います。

まず、スピード感が大事だということです

が、私どももスピード感を持ってやっている

つもりですけれども、一般の方から見ると、

ちょっと遅いのではないかという感じも受け

ることもあるようでございます。そのそしり

はそしりとしてしっかり受けとめながら、可

能な限りスピード感を持ってやっていきたい

と思います。

原子力防災に関しましては、生活者の視点

からの目線での安心・安全が第一だと考えて

おります。この観点から、モニタリングポス

ト及び防災計画についても考えてございます

が、現行制度上、防災計画については、やは

り国との整合性をとりたい。

あと、モニタリングポストについては、既

に平沼にあるものですから、北部には現時点

では必要性は高くないのではないか、この考

えは同じでございます。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、４番

奥本菜保巳議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

１２番野坂篤司議員の登壇を願います。

○１２番（野坂篤司君） みさわ未来の野坂

篤司が、通告に従いまして一般質問をさせて

いただきます。

私ごとで恐縮でございますが、昨年６月１

０日に、この壇上で、みさわ未来の野坂篤司

でありますと名乗ってから、早いもので１年

と１７日が経過いたしました。この１年間

に、私たちみさわ未来会派６人の会員は、堀

会長を中心に、開かれた議会、市民目線の議

会を目指し、積極的に議会改革に取り組んで

きたところであります。その代表的な活動

が、市民対話集会と言われるタウンミーティ

ング、そして、議会報告会であります。

きょうの質問は、その中から出てきたこと

がすべてであります。このタウンミーティン

グと議会報告会の現場から、市民の方々の声

をいかにうまく吸い上げられるかが課題でも

あり、多くの意見や切実な声を聞き取ること

ができました。幸いにも大きな成果があった

と自負しております。

したがいまして、市長も執行部の方々も、

三沢市を住みよいまちにするという共通の目

標に向かい、開かれた行政、市民目線の行政

運営をわかりやすく取り組んでいくべきであ

ることを改めて要望いたすものであります。

それでは、質問に入ります。

はじめに、先ほどから出ておりますけれど

も、原子力発電問題でありますが、３月１１

日の大震災に伴い、東京電力福島第一発電所

において重大な原子力事故が起きてしまいま

した。原子力事故を受けて、全国的に放射能

に関する危険性や、その対応が大きな社会問
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題になっていることは、皆さん御案内のとお

りであります。

三沢市でも例外でなく、先般のタウンミー

ティングの中で、三沢市内の食品の製造加工

を事業とされている経営者から質問があり、

相談もされました。その経営者の一番心配し

ていることは、風評被害の対応について、ど

のような対応の仕方があるのかということで

ありました。

このことは、三沢市は原子力関連施設が立

地している六ヶ所村の３０キロ圏内に隣接し

ていることから、農産物、畜産物、水産物と

いった食品関係に大きな影響が感じられるの

であります。彼は食品を製造していますか

ら、大変心配しておりました。

今、私たちは、放射能や放射線、原子力発

電について、私は、皆さんもそうかもしれま

せんが、専門家ではありませんので、余りに

も知らな過ぎると思います。知らないことが

さまざまな憶測を呼び、不安をかき立て、世

の中を不安定にしてしまう、そういう原因に

もなります。その不安を取り除くために、市

民の心配や相談を優しく受け入れ、わかりや

すく説明するところから始めることが、私

は、この問題に対して一番理解が得られると

思っております。

そこで、市民の皆さんも大いに関心がある

と思いますので、四つの質問をさせていただ

きます。

はじめに、市民の放射能に関する、もしく

は放射線に関する相談窓口は現在あるので

しょうか。そして、その窓口に、放射能に関

する専門家がいるのでしょうか。いないとす

れば、今後、三沢市独自の監視体制を整える

考えがあるかどうか、伺います。

二つ目として、これまで三沢市内の事業者

から、風評被害など原子力事故に関する相談

があったのかどうか、伺いたいと思います。

三つ目として、備えあれば憂いなしのごと

く、人体に対する──先ほど、余り私もわか

りませんが、内部被曝だとかいろいろなこと

が出ておりますけれども──人体に対する医

学的な対応について、三沢市立病院などの体

制はどのようになっているのか、伺いたいと

思います。

四つ目として、よく原子力発電とか、放射

線、放射能のいろいろな本を読みますと、正

しく知り、正しく怖がるというのが大変大事

な見方だそうであります。という観点から、

私は、三沢市民に対して、三沢市主催によ

る、いわゆるわかりやすい原子力、放射線、

そういう意味でのセミナーや勉強会などを開

催する考えがあるかどうかを伺います。

次に、指定管理者問題について伺います。

平成１５年９月２日の地方自治法の改正に

よって、公の施設の管理については、これま

での管理委託制度が廃止され、指定管理者制

度が創設されました。この制度改正により、

これまでは公の施設の管理運営の委託先が地

方公共団体の出資法人や公共的団体などに限

られていましたが、民間団体、ＮＰＯ法人、

株式会社等の民間事業者にも対象が拡大され

ました。

指定管理者制度は、公の施設の設置目的を

損なうことなく適切な管理を確保した上で、

民間事業者等に施設の使用許可権限を付与す

ることで、民間事業者のノウハウを活用し、

多様化する住民ニーズに効果的かつ効率的に

対応し、住民サービスの向上や経費の節減等

を図ることを目的としていますと、このよう

に三沢市指定管理者制度運営方針に記載され

ております。

この指定管理者制度についても、市民の方

から、まさしく同じくタウンミーティングの

場面で素朴な質問が私のところに届いていま

す。その素朴な質問とは、指定管理者制度に

応募したところ──たまたま来ていた人が指

定管理者制度に応募したと。そこに応募した

ところ、同じ公募選定に参加した団体に──

同じく公募していますからね──三沢市自治

振興公社が入っていました。三沢市指定管理

者候補者選定委員会も、自治振興公社の役員

も、同じ三沢市役所の職員ではないか、とて

も公平だと思われないと私に質問されたので
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あります。

実際、私も調べてみました。調べてみます

と、指定管理者候補者選定委員会の構成は、

いわゆる指定管理者をここにやる、そこにや

るという入札制度みたいなものですよ、先ほ

ども話がありましたが。それで、金額、内容

をいろいろ選定するわけです。その選定委員

が市役所の人なのですよと。

どんな人がいるのですか。その構成は、委

員長は副市長、委員が政策財政部長、総務部

長、民生部長、健康福祉部長、経済部長、建

設部長、上下水道部長、教育部長の８部長と

病院事務局長になっており、はたまた、自治

振興公社の役員は、理事長が総務部長、専務

理事が総務課長、理事が政策財政部長、教育

部長となっており、監事が会計管理者と財政

課長であります。ほかに民間の人が４人入っ

ています。だがしかし、そのうちの３人が市

役所のＯＢで、純粋の民間の人は１人だけで

あります。

委員会の構成について、いわゆる委員会と

いうのは選定委員会です。選定委員会の構成

についてという文書があるのですが、その選

定するときは、委員長もしくは委員が応募団

体の役員等を務めている場合は、その応募団

体に係る選定作業から外れることとしていま

すと書いておりますが、こういうふうに記載

されていますが、同じ役所の人たちでやるこ

とには変わりはないという、そういう思いで

一般市民は見ているのです。

さっきまで部長でした、こっちへ行ったら

応募していました。これでは、一人二役に

なってしまうのです。これが私たち一般市民

から見ると、非常に不思議だなと、こう思っ

ているわけです。

また、こんなこともありました。平成２３

年２月、ことしの２月です。広報みさわに、

自治振興公社事務局長募集要項がありまし

た。その内容の中の受験資格──受験資格

で、どんな人が受験したらいいのですかと

──たった１項目しかなかったのです。受験

資格に、経営能力のある人と書いていまし

た。

そこで、私の知人でありますが、ある会社

の支店長を歴任し、地元に帰ってきて仕事を

探していた知人が応募し、試験会場に行きま

したら、三沢市役所の現職の──２月ですか

らね──現職の部長が同じ試験を受けに来て

いたのだそうです。彼が言うには、現職の部

長と一般人を一緒になぜ公募するのですか。

最初から市役所内で決めてしまえば、私のよ

うに恥をかく人が出ないのにと言って、大変

立腹されておりました。

彼は、健康診断書もとってきて、論文も書

いて、ちゃんと試験を受けて、何とか頑張ろ

うと思って行ったわけです。でも、現職の部

長がいたわけです。これは、役所がどうのと

いうわけではなくて、なぜ公募したかという

ことです。ここで言いたかったのは、どうも

紛らわしいということです。

そこで、質問ですが、指定管理者候補者選

定委員会や自治振興公社などの関係性が、一

般市民には理解できない。聞いてもなかなか

わからない。極めて不公平に映っています。

その声をもっとわかりやすくするために、自

治振興公社を今後──私が言いたいのは、自

治振興公社も普通の一般企業になって入札す

ればいいのであって、役所が何も１,０００

万円の出資を出して、役員を役所から出して

いる。これはちょっとおかしいのではないか

と思うので、今後の──今すぐどうのという

のではないですよ。振興公社を今後どのよう

に考え、どのような方向性を決めていくの

か、伺います。

次に、道の駅活性化問題について伺いま

す。

私は、今後の三沢市の振興を考える中で、

北浜地区の振興が大きな課題になると感じて

います。なぜならば、進入面下の関係で二つ

に分かれている今現在、ますますそうなるで

しょう。だがしかし、その北浜地区の拠点を

つくることによって、三沢の振興が成るので

はないか。その北浜地区の拠点施設として、

道の駅みさわ斗南藩記念観光村の活性化が最
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大のポイントになる、そのように私は思うの

であります。その活性化として、道の駅、い

わゆる斗南藩記念観光村に、三沢市で最初の

公認パークゴルフ場を整備することを提案し

たいのであります。

今、全国的にパークゴルフの愛好者が急増

しております。昭和５８年、１９８３年、北

海道幕別町の職員が考案したパークゴルフ

は、２７年経過した現在、北海道に８８３カ

所、いわゆる本州、道外に３０６カ所、海外

に２９８カ所の施設ができて、愛好者は１２

４万人を超え、さらに毎年増加している状態

であります。

三沢市は、６０歳以上の人口が、私も６０

歳以上でありますが、１万１,６００人にな

り、２７.６％を占め、今や３人に１人が６

０歳以上の盛年──いわゆる盛り上がってい

る盛年ですから、成熟した年齢の方──盛年

になっています。

パークゴルフは、６０歳以上の愛好者が９

０％を占め、私も何回かやったことあるので

すが、夫婦で競技しているのです。大変なご

やかで。このパークゴルフは、数字的にはま

だ出ておりませんが、高齢者医療にも大変役

に立っているということになっております。

ですから、高齢者医療、老人、いろいろな部

分の中で大変評価が高い、このようになって

おります。

近い例では、十和田市にあります高森山

パークゴルフ場は公認ゴルフ場であります。

たまたま十和田で聞いてきましたが、平成２

１年度実績で、利用者が約１万４,０００

人。利用料、これ安いのですね、１回５００

円です。道具の借り代３００円、８００円で

１日いっぱい楽しめるわけです。総収入６５

６万円になっています。

係の方から聞きますと、そこの高森山の場

合は９ホールで４コース、それを２回回った

りするのですね。大体１億円から２億円で

コースは整備できるでしょうという話でし

た。

高森山の場合は、そのほかに駐車場や管理

棟、サッカー場、いろいろな施設をつくって

いるので、コースだけの建設整備費は詳しい

数字を聞くことができませんでしたが、私

は、そのように駐車場や管理棟やレストラン

が一番お金かかると思うのですが、今現在、

道の駅みさわ斗南藩記念観光村では、一番必

要な建設費の中の駐車場や管理棟やレストラ

ン、売店が、道の駅みさわ斗南藩記念観光村

には既に整備されていて、極めて有効な、す

ぐできるような施策ではないかと私は思うの

であります。

この道の駅みさわ斗南藩記念観光村に三沢

市はじめてのパークゴルフ場を整備すること

について、どのように考えているか、伺いた

いと思います。

最後でありますが、環境エネルギー問題に

ついて伺います。

日本は、国土の７０％が森林で覆われてお

り、森林資源の豊富な国であります。しか

し、運搬コストやその他いろいろな問題によ

り、年間８００万トンの林地残材、いわゆる

木を伐採したやつ、それから、間伐材などが

できるのであるが、その発生されている８０

０万トンの中の１％しか利用されていないと

いうことが現実にしてあるわけであります。

その中で、青い森と言われる青森県ですか

ら、木はいっぱいあるのですね。その中で

も、今、注目されているのが、間伐材を利用

したペレット燃料が注目されているのであり

ます。２月２８日から、東奥日報夕刊にも５

回シリーズで、西北五のペレットとして掲載

されていました。今やペレット燃料は全国的

にも注目されております。

福島県や新潟県でも、学校にペレットス

トーブを利用する実験をしています。実は私

も、小さい店ですが、ペレットストーブを利

用しております。とても暖かい、大変感じの

いいものであります。暖かくやわらかい感じ

がします。

このペレットストーブは、化石燃料は有限

でありますが、植物、木ですから、毎年、

黙っていても生長してくる間伐材、これをす
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ることよって、有限でなく幾らでも使えるの

です。ずっと使えるのです。

化石燃料は、いろいろなものに使えるので

す。化学のものとかいろいろなものに使う。

むしろ、石油とかそういうものは、燃料とし

て使うより、化学のあらゆる分野に使うこと

ができるわけであります。その点、木は毎年

確実に生長するものであります。

しかも、間伐材を切って森を整備するとい

うことは、森を豊かに整備すると、海に豊か

な、豊富な栄養を与える。気仙沼のカキの養

殖で有名な方がいらっしゃいますが、カキの

養殖をするために森に１０万本の木を植えた

という話があります。そうしたら、森から海

がよみがえったという話があります。つま

り、森を整備することは、海をよくし、一石

二鳥の方法で自然エネルギーのサイクルにな

り、大変有効なものだと私は確信しているの

であります。

ここで、全国に先駆け、三沢市が公共施設

の燃料にペレット燃料を採用することによ

り、環境推進都市として注目を浴びることに

なると思います。

このようなことを踏まえながら、今後の三

沢市の公共施設に対するエネルギー問題につ

いて、どのように考えているか、伺いたいと

思います。

以上で、私の質問を終わらせていただきま

す。御清聴ありがとうございました。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの１

２番野坂篤司議員の質問に対する当局の答弁

を求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの野坂議員

さんの御質問のうち、原子力発電問題につい

ては私から、その他につきましては担当部長

からお答えをさせますので、御了承願いたい

と思います。

去る３月１１日、福島第一原子力発電所に

おいて発生いたしました事故は、いまだ収束

のめどが立たず、予断を許さない状況が続い

ておりまして、福島県に限らず全国の原子力

関連地域にさまざまな影響を及ぼしておりま

す。青森県内にも原子力発電所や原子燃料サ

イクル施設が立地していることから、当市に

おいても、これまで以上に原子力への関心が

高まっているものと考えております。

御質問の１点目、原子力関連の相談窓口に

ついてでありますが、現在、政策財政部政策

調整課が行っておりまして、相談を受けた実

績につきましては、今回の福島第一原子力発

電所の事故後に、モニタリング等に関する多

くの問い合わせがあり、モニタリングの測定

結果をお伝えするほか、県のホームページを

紹介するなど対応したところであります。

御質問の２点目、相談に対応できる専門家

についてでありますが、原子力に関する専門

家の配置はいたしておりません。国及び県の

担当者から情報提供や指導あるいは助言をい

ただきながら対応しておりますので、市単独

でのアドバイザーの設置については考えてお

りません。

御質問の３点目、三沢市立三沢病院での被

曝患者についての対処についてであります

が、青森県地域防災計画原子力編において、

三沢市立三沢病院は初期被曝医療機関に位置

づけられております。

原子力事業所や救護所から搬送されてくる

患者に対し、院内の専用フロアにて医師の問

診、放射線技師による測定を行い、必要に応

じて適正な処置を行います。しかしながら、

初期診療後の状況や被曝程度により対応が困

難な場合は、第２次の被曝医療機関へ搬送す

ることになります。

御質問の４点目、原子力に関する正しい知

識を市民に普及させる機会に関しましては、

これまでも県の原子力広報紙の毎戸配布や、

原子力施設見学の開催などの広報活動を継続

しておりますけれども、今後も国、県と各関

係団体と相談しながら機会を設けたいと考え

ております。

なお、原子力に関する正しい知識を市民に

普及させる機会の提供に関しては、市民の関

心が極めて高い状況にかんがみ、これまでの
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取り組みをより大きく前進させた形で実現さ

せ、最新かつ正確な情報の提供に努めてまい

りたいと、このように考えております。

私からは、以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 指定管理者問題

についてお答えいたします。

平成１５年の地方自治法改正により、公の

施設の管理については、管理委託制度が廃止

され、指定管理者制度が創設されました。

この制度改正により、地方公共団体の出資

法人や公共的団体に限られていました公の施

設の管理運営が、民間団体やＮＰＯ法人、株

式会社等へも対象が拡大されております。

市では、効率的で効果的な公の施設の管理

運営を図るとともに、民間事業者などのノウ

ハウを活用して、利用者サービスの向上を目

的に、平成１８年度に指定管理者制度を導入

し、制度の充実を図りながら推進してきまし

た。

御質問の市と自治振興公社との関係です

が、他の団体同様、三沢市指定管理者候補者

選定委員会において、各団体から提出された

事業計画書やヒアリングをもとに審査を行

い、選定基準に照らしながら総合的に判断

し、最も適当と認められる団体を管理者に指

定しております。

審査の過程においては、応募団体の役員等

を務める市職員は、その団体に係る審査、ヒ

アリングをする選定作業から外れることとし

ております。

また、自治振興公社の対応に関しまして

も、公平性を第一に行ってきておりますが、

御指摘のありました市と公社の関係につきま

しては、市民から誤解や疑念を抱かれること

のないよう、見直しも含めて検討してまいり

たいと考えております。

次に、自治振興公社の今後の方向性につい

てでありますが、平成２０年１２月から公益

法人のあり方を抜本的に見直す制度改革が進

められていることから、一般財団法人を目指

し、また、市から役員も必要最小限にとどめ

るべく、現在、移行に向けた準備を進めてい

るところであり、施設の管理運営に際しまし

ても、効率的な運営と効果的な利用促進を図

りつつ、ニーズに合った自主事業を積極的に

展開しながら、市民の健康維持増進等に向け

て、これまで以上の経営努力してまいりたい

と考えております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 民生部長。

○民生部長（野々宮忠良君） 御質問の環境

エネルギー問題についてお答えを申し上げま

す。

ペレット燃料を含めた木質バイオマスの有

効利用につきましては、化石燃料から自然エ

ネルギーへの転換と、地球温暖化防止対策及

び持続可能な循環型社会に向けた取り組みと

して知られているところでございます。

特に、山林資源が豊かな全国の市町村にお

いては、林業の活性化及び木質バイオマスの

高度利用を目的にさまざまな取り組みがなさ

れており、県におきましても、県土の３分の

２が森林であることから、県産材の積極的な

利活用を呼びかけているところでございま

す。

一方、当市におきましては、市緑化公社に

おいて剪定枝等をチップ化し、地面に敷き詰

めることで、雑草対策等に活用しているとこ

ろでございます。

こうした中で、公共施設へのペレット燃料

の利用でありますが、現在、小中学校を含む

主な公共施設においては、Ａ重油を使用した

集中暖房方式を採用しているところであり、

このような施設での利用は大変難しいものと

認識をしております。

しかしながら、ペレット燃料等の自然エネ

ルギーの活用につきましては、市として、今

後、調査・研究をしてまいりたいと考えてお

りますので、御了承をいただきたいと思いま

す。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 道の駅みさわ



― 53 ―

の活性化策として、パークゴルフ場を設営す

る考えがあるかとの御質問にお答えいたしま

す。

現在、道の駅みさわ斗南藩記念観光村に

は、先人記念館をはじめ、ゴーカートやパ

ターゴルフ場、ちびっ子動物ランドなどの施

設が設置されており、平成２２年におけるこ

れら施設の利用者数は５万３,５３５人と

なっております。そのほか、総合案内施設で

あるくれ馬ぱーくには、昨年約２２万人の

方々が訪れております。

なお、イベントとしては、昨年、ファーム

フェスタｉｎ斗南やとなみウインターファン

タジーなどの委託事業のほか、自主イベント

なども年間で７回ほど開催され、施設の活性

化に努めております。

御質問のパークゴルフ場につきましては、

現在、青森県内に公認コースが６カ所あり、

それぞれの施設での利用者数は、年間約３,

０００人から１万４,０００人と伺っており

ます。公認コースとしては、１８ホールが最

低必要とされ、これに要する面積は、一般的

には１.５ヘクタールから２.５ヘクタールと

されております。

なお、現在の斗南藩記念観光村内の未整備

部分の面積が約２ヘクタールほどであります

ことから、その設置は十分可能とは考えられ

ます。

しかしながら、大会開催に必要なホール数

が、一般的には３６ホールとされており、県

内の利用状況を見た場合、１８ホールの施設

に比べ、３６ホールの施設のほうが格段と利

用者数が多くなっている状況が見られること

から、設置に当たっては、３６ホールの施設

が望ましいと考えるところであります。

なお、現状では、当該施設内にそのスペー

スを確保することは困難な状況だと判断され

ます。

したがいまして、パークゴルフ場の設置に

つきましては、斗南藩記念観光村の拡大ある

いは既存施設の用途見直しなどが前提となり

ますが、県内における今後のパークゴルフ場

の利用状況、当市における愛好者の数及び当

該施設を設置した場合に見込まれる愛好者、

利用者などの増も、他市の例を参考としなが

ら想定し、当該施設内への設置の有効性につ

いて調査してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） １２番。

○１２番（野坂篤司君） 再質問をさせてい

ただきます。

はじめに、原子力の問題についてでありま

すが、ある本にこんなことが書いてありまし

た。原子力という最先端技術の分野をとめる

ということは、世界の先端技術から日本が取

り残されることであり、先端技術から取り残

された国がどのような命運をたどるか、これ

こそ歴史の教訓であると。

いわゆる、何かあるとすぐやめるとか、危

険だからやめるというと、例えば学校の教育

でも、ナイフで傷ついたからってナイフを使

わせないとか、そういうことではだめだと。

私は、むしろこの失敗を、事故は必ずある、

その事故を教訓にして、次に進んでいくとい

うことが非常に大事だと思っております。

幸か不幸かといいますか、言い方はおかし

いのですが、三沢市は基地のまち、基地があ

ります。戦争と平和というのも必ず裏返しな

のです。電力と事故、エネルギーの事故、こ

れも裏返しで、しかも、サイクル事業という

のは、大変失礼な話かもしれませんが、御飯

を食べて出てくるのは遺物、うんちなのです

よ。でも、うんちは嫌いだけど、食事は好き

だ。どうも私は、この矛盾した考え方がある

ので、両方で一つだという考え方があるの

で。

そこで、私はここで言いたかったのは、基

地のまちもそうだし、基地があって、三沢が

あってという話もありますし、また、核燃サ

イクル事業もあって、また、電気があってと

いう、これは一つなのですと私は思うのです

ね。

そこで、矛盾といいましょうか、物の道理

です、物の道理。電気を一生懸命使ってい
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て、原子力反対だと言うのもおかしい話だと

私は思っているのです。ドイツでも原子力の

あれをやめたと。ところがフランスから買っ

ているという話ですから、これも私は妙な話

だと思うのです。

そこで、今後も含めてですが、今、市長か

らお答えいただいたのですが、三沢市におけ

る市長の考え方、原子力政策について推進し

ていく考えがあるのかどうか、いや、やめる

のだという考え方があるのか。

私は、ぜひ推進していって、当然徐々に、

それは未来に変わっていくのかもしれません

が、今、原子力でエネルギーの３割をとって

いる、日本の工業国のエネルギーをとってい

るところがやめたらどうなのですかと。さき

のどなたかの質問にもありましたが、２日

間、電気がないだけで大変なことになってし

まったわけですから、これは大いに私は、首

長として、推進をするのだという考え方を表

明したほうがいいかと思いますが、その辺を

お答えいただきたいと思います。

もう一つは、アドバイザーの話なのです

が、三沢市は幸いにも原子力の関係の方々

が、原燃関係の方々がたくさん住まいされて

おります。私の知っている人の中でも、アド

バイザーで、ある程度原子力とか放射線とか

放射能とかということについては、多少皆さ

んよりは知っているので、何か相談があった

らいつでも呼んでくださいという方もいま

す。

ですから、私は、そういう人でもいいです

から、１週間に１回なり、少量でいいわけで

すから、そういう相談窓口をつくるというこ

とで私は提案したわけなのですが、そういう

ふうな多くの三沢市にいる人材を、利用する

という言葉はよくないかもしれませんが、一

緒に参加していただいて、まちづくりをして

いくという考え方はないかなという、この二

つをお願いしたいと思います。

それから、二つ目ですが、指定管理者の問

題で、先ほど総務部長さんがお答えしていた

だいたのですが、さっぱりわかりません。今

後、どういうふうにやっていくのかというこ

と。

ただ、私は、今の一般の人が、自治振興公

社の役員と、それから、選定する人が同じ人

ですよ、おかしくありませんかと言ったら、

おかしくないように努力します、こういう答

えになっているのかなという感じがしたので

すが。私は、今後、自治振興公社というのが

未来永劫にあるものなのか、必ずそういった

部分で同じ人がやるということ自体がおかし

いですから、これは変えていくべきではない

かという話をしたわけでありますから、ぜ

ひ。

それから、事務局長というのも、役所のほ

うで、先ほどはあえて言ったのですが、何も

公募しないで、役所で、次はあんたやりなさ

いとかと言ったほうがまだいいでしょうと。

現に、よその団体、観光協会とか商工会とか

ありますね。あれは、知らず知らずになって

いますよね。だから、わかりませんが、公募

していないはずですね。公募しているのかど

うなのかわからないのですね。その辺のこと

を含めて、もう１回、その辺をはっきりして

いただきたいということなのです。

どういうことかというと、三沢市民にわか

るようにしていただきたい、こういうことな

のです。例えば、変な言い方ですが、どこど

この部長さんは観光協会に行くのですよ、ど

こどこの人はここに行くのですよとか、これ

はわかればいいだけの話ですから、別に公募

しろと言っているのでないですから。そうす

ると、だれも受けに行くわけでないのですか

ら、別にそれはそれでいいのです。だから、

そういうはっきりした形をつくったほうがい

いのですよと私は言って、そういうふうにな

りませんかという質問です。

３番目であります。道の駅の活性化なので

すが、これはとても私はいいことだと思った

のですが、いつもイベントをやってはじめて

２２万人集めているような気がするのです

よ。イベントをやらなくても来なくてはいけ

ないのですね。
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あれはちょっと確実に調べていないかった

のですが、道の駅に行くと、くれ馬ぱーくの

前に水のない池ってありますね。最初は水が

入っていたのですけれども、最近、水が入っ

ていない池があるのですけれども、あの辺で

もかなり広いと思うのですが、あの辺をやっ

たら十分できるのではないか。さらにその下

のほうに行くと、あそこで農機具を並べたり

なんかして、焼き肉のあれをやったときに、

あの下のほうに行くとかなり広いので、敷地

がわからないのですが、敷地は十分にあると

思うのですが、その辺を含めて、もう一度検

討していただけないかなということでありま

す。

私の言いたいのは、イベントをやってお金

かけて、無理やり人を入れて、ようやっと二

十何万人と言っていても、それは余り価値の

ないことではないかなということなので、自

然に人が入ってくるように考えていただきた

いということであります。

それから、最後でありますが、ペレットの

お話ですが、たまたまこちらに、多分持って

いらっしゃるのでしょうけれども、青森県商

工労働部の新産業創造課、木質バイオマス燃

料ビジネスモデルということで、この書類

が、大変分厚いのですが、私も１回しか目を

通していないのですが、なかなか難しいので

すけれども、でも、非常にわかりやすく書い

てあります。これによりますと、西北五に２

カ所、津軽にできています。まとめなどを見

ますと、県南にも必要だと書いているのです

よ。

県南にも必要で、どっちが先かというと、

これで私が提案したのは、先ほどもちょっと

壇上で言ったのは、化石燃料はもったいない

のです。いわゆる石油関係は繊維にもなる

し、いろいろなプラスチックにもなるし、何

でも使えるのです。だがしかし、木材は燃や

すかペレットぐらいなのですね。ですから、

緑化公社で敷き詰めて云々というのもありま

すけれども、要するにペレット燃料に使えれ

ば、ボイラーでも何でも使えるし、私の提案

の一番いいところは、化石燃料を使わない

で、その分、木で使える。

ペレット燃料をたまたまうちでも使ってい

るのですが、別に、ただばさっと入れておけ

ばきれいに燃えていくのです。一切手をつけ

る必要がなくなっています。

ですから、私は、そういう部分で、これか

らの燃料を、これにも書いていますけれど

も、やっぱり公共施設にいっぱい使っていた

だいて、それからみんなで使っていく、需要

が先ですよと書いているのです。

実際、私のところに、いろいろな話の中

で、三沢市内の若手のグループが、ぜひこれ

をつくって企業化してみたいという人も出て

いるのです。私、大変いいことだと思ってい

るのです。ですから、三沢市が公共施設に対

して、こういったペレットのものをつくって

いくのだぞというふうになれば、そういう起

業家が出てくるかもしれない。間伐材がいっ

ぱいあるのですから。

そこで、二つお願いしたいのは、三沢市の

学校を含めた公共施設が年間使う燃料代、い

わゆる重油とかそういったものすべての燃料

代というのはどのぐらいになっているかとい

うのが第１点。

それから二つ目が、このように県でも非常

に有効だとやっているのですが、県のいろい

ろな作業に、三沢市でもこういうものに参加

しているのか、相談したことがあるのかどう

か、これを聞きたいと思います。二つお願い

します。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

市長。

○市長（種市一正君） 再質問にお答えをい

たします。

原子力発電、推進するのか、しないのか

と、市長の考えはどうかというようなことを

ストレートに聞かれたわけでありますが、私

は、そういう推進をするとか、しないとかを

言う立場ではないなと思います。

ただ、問題は、今、真剣に考えなければな
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らないのは、本当に安全が確保できるのか、

できないのか、そのことの議論が大事だと

思っております。

それから、アドバイザーについては、これ

はやはりそういう信頼性というものはあると

思いますので、前にも野坂議員がそういう質

問をした経過があったのかなと記憶しており

ますけれども、要するに、以前、そういう関

係している人が三沢に結構住んでいると、そ

ういう人を採用したらどうかというような話

もあったような気がしておりますが、いずれ

にしても、そういう信頼性というものは、や

はり第三者機関のほうが最も私は信頼性があ

るのではないかと思っておりますので、その

辺は、私としては今は考えておりません。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 指定管理者問題

についてお答えいたします。

先ほど私が申し上げましたのは、いわゆる

指定管理者制度におきまして、選定の過程に

ついては制度にのっとって行っているという

意味で申し上げたのですけれども、そういう

意味でございます。

それから、事務局の公募しないほうがいい

とかというお話でしたけれども、市が出資し

ている法人については、現在、公募という制

度で行っておりますので、それにのっとって

やっております。

ただ、市が出資していない団体につきまし

ては、それぞれの団体から推薦依頼等があっ

た場合に限り、推薦をしているということで

ございます。

あと、自治振興公社の今後のことですけれ

ども、現在、出資あるいは役員等を含めて、

市の関与を極力減らす方向で作業を進めてお

りますので、御理解いただきたいというふう

に思います。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 民生部長。

○民生部長（野々宮忠良君） 環境エネル

ギー問題についての再質問にお答えを申し上

げます。

ますはじめに、当市における公共施設の年

間燃料費でございますが、平成２２年度で、

指定管理者施設を除き、約７,４５０万円と

なっているところでございます。

次に、県のペレットビジネスモデルでござ

いますが、策定に当たっては、三沢市の担当

者は参加をしておりません。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 経済部長。

○経済部長（中野渡 進君） 道の駅活性化

問題の再質問についてお答えいたします。

まず、イベントで活性化しているのではな

いかというお話ですけれども、まず、今年

度、現在、北部１２町内会において、北三沢

地区のコミュニティー活性化協議会というも

のが立ち上がってございます。それは、北部

地域において継続的に暮らせる仕組みづくり

を検討するということで、地域の拠点施設と

なる斗南藩記念観光村の活用策等もあわせて

検討されることとなっております。

その検討の中で、いろいろな提案がなされ

るものと考えております。その検討内容を参

考としながら、活性化策としていろいろ検討

してまいりたいと考えております。

あと、今年度、観光協会のほうで計画して

いるものですけれども、くれ馬ぱーくの前の

ほうに芝生広場がございますけれども、その

周辺部分に約１００本ほどの桜の苗木を植え

て、今後、桜の名所として育てていけないか

という、そういう計画も現在ございます。

それから、池の話がありましたけれども、

池は、斗南藩記念観光村を一番最初につくる

ときに、開発行為をするわけですけれども、

そこの調整池になってございまして、例えば

先ほどのパークゴルフ場の開発等となった場

合に、そういう用途変更とか、補助をもらっ

ている関係もございますけれども、そういう

のを踏まえないと、その辺の池の活用とかと

いうのは、用途の変更等が絡んでくると考え

ております。

以上でございます。
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○副議長（小比類巻雅彦君） １２番。

○１２番（野坂篤司君） 最後であります。

さっきからの選定、公募の話なのですが、そ

の辺がどうも納得いかないのですが。選定、

これは法律で決まっているのですかね。選定

の部分で、同じ人が選定しているわけです

ね、選定委員と自治振興公社の役員が来て。

その辺が一般市民はわからないわけですよ。

自治振興公社の方が、いわゆる指定管理に

なりますよね。選定委員会も同じ役所の人だ

から、それは法律で決まっていて、しようが

ないのかもしれませんが、一般市民から見る

と、同じ人が選定しているね、なぜですかと

いうので質問しているわけですから、これは

法律で変えられないといえば、それでしよう

がないわけですけれども。

もう一つ、公募なのですが、市が出資して

いる、公募したと。これは現職の部長が行っ

たら、一般の人は絶対無理だと思うのです

が、これは難しいのですかね。部長クラスは

行かないようにするとか、そんなことにはな

らないのですかね、大変失礼な話なのです

が。だったら、市の部長が行きますから、一

般の人は遠慮してくださいとか、何か方法は

ないのですかね。

そういうような部分で、その辺が私は、一

般市民の人が疑問に感じているのですという

ふうに質問したわけですから、法律でそう

なっているのかどうかわかりませんが、その

辺はわかりますかね。最後の質問ですが。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 指定管理者制度

の選定につきましては、所管部でないもので

すから、詳しいことまではよくわからないで

すけれども、ただ、一応応募した団体の役員

になっている者が選定委員会のメンバーに

なっている場合は外れるということで、実際

外れておりますので、そこは御理解いただき

たいというふうに思います。

それから、公募の関係なのですが、自治振

興公社につきましては、今まで３名の方が公

募で事務局長に決定しておりますけれども、

３名のうち１名の方は民間から入っておりま

す。残りの方は、市の職員のＯＢということ

ですので、必ずしも市の職員あるいは市の職

員ＯＢの方が事務局長になるというものでも

ございません。実際、緑化公社につきまして

も、民間の方がなられているということがあ

りますので、御理解いただきたいと思いま

す。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、１２

番野坂篤司議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

６番鈴木重正議員の登壇を願います。

○６番（鈴木重正君） 至誠会の鈴木重正で

す。

質問に入る前に、私、このたびの一般質問

に当たりまして、市の防災体制等につきまし

て５項目通告をさせていただきましたが、５

項目めの原子力防災に係る今後の取り組みに

つきまして、本日、これまでの藤田議員、奥

本議員並びに野坂議員の質問、答弁によりま

して、その内容を理解いたしましたので、こ

の場で質問を取り下げさせていただきます。

皆様の御理解を賜りたいと存じます。

それでは、質問に入らせていただきます。

だれもが想像だにすることのできなかった

犠牲・被害をもたらすこととなった未曾有の

大震災、このたびの東日本大震災により、お

亡くなりになられた方々に心より哀悼の意を

表しますとともに、被害を受けられた皆様に

謹んでお見舞い申し上げます。

国内史上例のない巨大な地震、予想をはる

かに超える大津波、沿岸部の町々はのみ込ま

れ、日々の平穏な暮らしは一瞬にして崩壊

し、さらには、原発事故も重なり、死者・行

方不明者約２万３,０００人、今なお１１万

人余りの避難・転居者。東日本大震災は、生

涯忘れることのできない大きく深いつめ跡を

残しました。

三沢市においても、２人のとうとい命が奪

われ、家屋被害６４棟、三沢漁港施設は壊滅
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状態、漁船・漁具の被害、農地・農業用施設

関係被害など、その被害総額は約７６億３,

０００万円。東日本大震災は、私たちに物心

両面、甚大な被害をもたらしました。

戦後、日本は、戦後の復興、多くの震災な

ど、さまざまな国難に直面してきましたが、

その都度、日本人は耐え忍び、人と人とのき

ずなを守り、誠実に、そして、強い信念を持

ち、一致団結、力を合わせ、その国難を克服

し、世界の中の日本を築き上げてきたのであ

ります。

忍耐、きずな、誠実、信念、その心は日本

人の誇りではないでしょうか。今、改めてそ

の誇りを胸に刻み、私利私欲なく東日本大震

災からの復旧・復興に向けて全力で取り組

み、さらには、この大震災を教訓として、将

来、未来にわたって、より災害に強く、安

心・安全、そして持続可能なまちへとしっか

りと築き上げていかなければならないのであ

ります。

そこで、今回は東日本大震災を踏まえ、三

沢市の防災対策、復旧・復興について質問を

いたします。

はじめに、今回の震災時の対応等に係る総

括及び総括を踏まえた今後の取り組みについ

てであります。

３月１１日午後２時４６分、国内観測史上

最大のマグニチュード９.０、宮城県沖を震

源として東北地方太平洋沖地震が発生、直後

に東北地方のほぼ全域が停電となり、その

後、大津波が発生、太平洋沿岸部に壊滅的な

被害をもたらしたものであります。

三沢市では、地震発生後、速やかに災害対

策本部を設置し、本部長である種市市長を先

頭に、市職員等が一丸となって、２４時間態

勢で災害応急対策に当たられたものと承知し

ております。この場をおかりいたしまして、

その取り組みに心から敬意を表する次第であ

ります。

さて、避難対応等は、三沢市地域防災計

画、三沢市避難所運営マニュアルなどに基づ

いて適切に実施、対応されたものと思います

が、さまざまな状況の中、混乱が生じること

はなかったでしょうか。問題点はなかったの

でありましょうか。

例えば、宮城県石巻市の大川小学校では、

大変残念なことに、津波により多くの児童が

犠牲となり、今、その避難対応が適切であっ

たか否かが問われております。

三沢市での学校、病院、市役所などの公共

施設における避難対応はどうだったでしょう

か。避難所について、場所は適切だったで

しょうか、非常用の電源は確保されていたで

しょうか、体の不自由な方が避難しやすい環

境でありましょうか。

岩手県陸前高田市などでは、公共施設であ

る役所が損壊し、災害対策の拠点機能、行政

機能が果たせなくなり、大きな支障が生じる

こととなりました。

公共施設には、このほかにも避難所、災害

用物資の備蓄基地など、防災上果たすべき枢

要な役割がありますが、三沢市では、防災拠

点となる公共施設の整備について、今後どの

ように考えていくのでありましょうか。

また、災害情報の伝達手段を考えたとき、

今回のように、停電時にはマックテレビは機

能せず、防災メールも通信の混乱等により、

その機能はタイムリーに発揮できなかったと

ころ、そういう中、情報の伝達手段として役

割を果たしたのは、防災行政用無線と広報車

でありましたが、音の反響、室内の防音性の

高さなどから非常に聞き取りづらく、さら

に、市町村界付近では、どちらの市町村の情

報なのか判別しづらいなどの問題もあり、今

後、特に長期間に及ぶ停電時の対応をも視野

に入れ、改めて災害時等における市民に対す

る連絡、情報発信手段の確保に関して検討す

る必要もあるのではないでしょうか。

などなど、いずれにいたしましても、三沢

市での対応等のみならず、他市町村での事例

などをも踏まえ、いま一度、防災体制等につ

いて、地域防災計画のみならず、微に入り細

にわたって検証し、しっかりと取り組んでい

くことが肝要であります。
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そこで、東日本大震災を踏まえ、三沢市に

おける震災時の対応、防災体制の現状等につ

いて、いかなる総括がなされているのか、ま

た、その総括を踏まえて、今後どのような計

画、優先順位で防災対策を進めていくお考え

なのか、お伺いするものであります。

次に、復旧の全体像及び現状等についてお

伺いいたします。

三沢市では、今回の震災による被害に対し

て迅速に対応すべく、災害復旧費等を４月に

は第１号補正予算として専決処分し、本定例

会にも第２号補正予算として提案されており

ます。また、三沢市以外に、青森県等で復旧

に関して対応する部分もあろうかと思いま

す。

いずれにしても、迅速かつ着実な対応が求

められるものでありますが、いかんせん、そ

の全体像が見えなければ、これまでの対応

が、そして、これからの対応が着実に適切に

なされているものであるのかどうか、また、

復興に関しても論じることはできないのであ

ります。

今回の震災による被害について、まず、三

沢市がとらえている復旧の全体像はどのよう

なものなのか、また、現在の復旧状況及び今

後の復旧計画はどうなっているのか、お伺い

いたします。

３点目は、復興に関する委員会の内容等に

ついてであります。

政府の東日本大震災復興構想会議では、

「復興への提言～悲惨のなかの希望～」を取

りまとめ、首相に提出。青森県では、４月に

復興対策本部を設置し、青森県復興プランを

策定、さらには、年内を目途に、青森県復興

ビジョンを策定予定。また、県内で一番の被

害を受けた八戸市では、５月に震災復興本部

並びに復興計画検討会議を設置し、９月末ま

でに復興計画を策定する予定としているな

ど、震災発生から３カ月以上たち、あちこち

で復興に関する動きが見えてきております。

復興構想会議の提言にもあるとおり、震災

からの復興は悲惨の中の希望であり、光なの

であります。復興に向かって目指すべき姿、

あるべき姿を明確に示して、速やかに、そし

て誠実に進んでいくことが求められているの

であります。

三沢市においても、今回の震災に係る復興

に関する委員会を設置するとしております

が、いつまでに、いかなる組織を設置し、ど

のような内容を検討する考えなのか、お伺い

するものであります。

４点目であります。今回の震災では、地震

による直接的な犠牲者は少なく、そのほとん

どが津波によるものでありましたが、皆さん

の記憶にもまだ新しいと思いますが、平成７

年に発生した阪神・淡路大震災では、その犠

牲者の大半が地震による住宅・建物の倒壊な

どによるものでありました。倒壊した建物

は、火災を誘発させるとともに、避難、救

助、消火活動を妨げ、被害の拡大を招くこと

となることから、既存建築物の耐震性強化

が、防災対策の中でも緊急性の高いものとし

て認識されてきております。

本年１月、国土交通省は、住宅建築物の耐

震化の状況と支援制度の概要を発表し、その

中で、住宅・建築物の耐震化率が公表されて

おります。それによりますと、全国平均で、

住宅の耐震化率は約７９％、小中学校が約７

３％、防災拠点となる公共施設等は約７１％

となっておりますが、三沢市の状況はどう

なっているのでありましょうか。

そこで、三沢市における住宅・建築物の耐

震化の現状及び耐震化の促進に係る取り組み

についてお伺いするものであります。

以上で、私の質問を終わります。

○副議長（小比類巻雅彦君） ただいまの６

番鈴木重正議員の質問に対する当局の答弁を

求めます。

市長。

○市長（種市一正君） ただいまの鈴木議員

さん御質問のうち、復興に関する委員会につ

いては私から、その他につきましては担当部

長からお答えをさせますので、御了承願いた

いと思います。
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さきの市長選挙におきまして、公約として

掲げさせていただきました復興に関する委員

会の設置につきましては、７月上旬の立ち上

げを指示いたしたところであります。

委員会のメンバーといたしましては、建築

士、農業関係者及び商業関係者などの外部の

委員並びに部長級の職員をもって構成したい

と考えております。

委員会には、防災対策等検証部会、漁港等

復興支援部会及び生活支援相談部会等の３部

会を設け、三沢市復興計画を策定するととも

に、現在、検証作業中の三沢市地域防災計画

の見直しにも反映させてまいりたい、このよ

うに考えております。

なお、復興計画につきましては、年内に策

定する予定でありますので、御了承願いたい

と思います。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 復旧の全

体像及び現状等についてお答えいたします。

今回の東日本大震災における津波災害での

漁業関係の被害額は、現時点で４３億２,９

００万円に上っております。その中でも、漁

港関連施設の被害は、漁港の主要施設３３施

設で３１億９,７００万円となっておりま

す。

現在、漁港内において、港内に沈んだ船や

車やがれきの撤去を終え、本来の漁港機能の

復旧を行っております。施設の復旧について

は、漁業協同組合の事務所を仮復旧し、さら

には、荷さばき施設の取水・送水ポンプ施設

が完了したことにより、水揚げも再開したと

ころでございます。

今後、主要漁種の夏イカ漁が最盛期を迎え

ることから、緊急性の高い浮き桟橋、ベルト

コンベヤー、製氷貯氷施設、巻き上げ施設の

復旧工事を発注したところであり、８月中の

一部供用を目指しております。

あわせて、活魚施設や砕氷機等の荷さばき

用機器の整備復旧も、８月中を目指しており

ます。また、そのほかに計量施設、荷さばき

施設や漁港外郭施設に関しましても、年度内

の完成を目指しており、今年度中に３３施設

のうち２３施設の復旧を目標としておりま

す。

また、先ほど市長から答弁がありました復

興委員会で検討した上で、来年度以降の建設

等を目指しております。

さらに、津波により施設全体が壊滅的な状

態にある淋代保育所の復旧につきましては、

現在、庁内に支援プロジェクトチームを設置

し、新たな用地確保や、提出書類等の支援業

務を行っており、来年４月に開所できるよう

に、鋭意作業を継続しております。

また、公共施設の復旧工事として、くらし

を守る森公園や三沢川などが挙げられており

ます。

いずれにいたしましても、早期に復旧・復

興事業が完了できるように、鋭意進めてまい

りたいと考えております。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 総務部長。

○総務部長（工藤智彦君） 御質問の第１点

目、今回の震災時の対応に係る総括及び総括

を踏まえた今後の取り組みについてお答えし

ます。

東日本大震災では、巨大津波や、それに起

因する長時間の停電等により、非常用電源や

照明器具、暖房器具、各種燃料等の確保、電

話の不通、避難場所の不徹底等多くの問題点

がございました。

そのため、現在、震災時における各部の対

応状況の検証作業を行っているところであり

ますが、今後、集約し、早急に検証会議を開

催することとしており、その検証を踏まえ、

まず、災害発生時の行動等を定めた各種マ

ニュアルの見直しを行ってまいりたいと考え

ております。

また、今年度の防災訓練を、避難誘導、避

難所開設・運営など、町内会や自主防災組織

等を中心とする市民参加型の実戦訓練とし、

これらの実戦訓練を通じた各種マニュアルの
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実証も行ってまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 建設部長。

○建設部長（中西敬悦君） 御質問の東日本

大震災を踏まえた防災対応等についての４点

目、住宅建築物の耐震化についてお答えいた

します。

まず、当市における耐震化の現状でありま

すが、当市の住宅の耐震化率は、平成２２年

度時点で、住宅全体で約６５％、小中学校で

約７９％、防災拠点となる公共施設では約８

３％でございます。

住宅建築物の耐震化の取り組み状況につき

ましては、本年７月から、災害に強いまちづ

くりを推進することを目的に、昭和５６年５

月以前に建築された民間の木造住宅を対象

に、耐震診断を希望すれば、専門の診断員を

派遣して耐震診断を行う事業を実施する予定

でございまして、来年度以降も継続的に実施

する計画であります。

小中学校につきましては、児童・生徒が１

日の大半を過ごす、学習、生活の場であると

ともに、災害時には、地域住民の避難場所と

しての役割も果たすことから、その安全性の

確保は極めて重要でございます。

このことから、平成１８年度より耐震化優

先度調査を実施し、その結果に基づいて、耐

震診断、耐震補強工事を計画的に進めてきて

おります。

現在までに、耐震補強工事が必要となった

中学校２校、小学校３校のうち、中学校１校

の補強工事が既に完了し、今年度は中学校１

校と小学校１校の耐震補強工事を実施する予

定でございます。さらに、引き続いて、平成

２４年度に小学校２校の耐震補強工事を実施

する予定でございます。

また、これとは別に、中学校１校の建てか

え工事を今年度から２カ年で施行予定でござ

いまして、以上により、市内全小中学校の耐

震化が完了することになります。

防災拠点となる公共施設につきましては、

現在、三沢市消防総合庁舎の耐震診断を実施

中であり、次年度以降につきましても、耐震

診断等の実施に向け、検討を行っているとこ

ろでございます。

現在のところ、今回の東日本大震災を踏ま

えて、耐震化計画の前倒し等の予定はござい

ませんが、市としても、住宅建設物の耐震化

の問題は、大変重要な問題と考えておりま

す。厳しい財政状況ではございますが、関係

機関等とも協議し、できる限り早い段階で確

実に耐震化を実施してまいりたいと考えてお

ります。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） ６番。

○６番（鈴木重正君） 再質問をさせていた

だきます。

復興に関する委員会に関しまして、７月上

旬に外部委員並びに部長級の方々をメンバー

とした委員会を設置しまして、年内を目途に

復興計画を策定する予定であるということ

で、さらには、防災計画の見直しにもつなげ

ていきたいということでありましたが、そこ

で、この復興計画の委員会で、まず、将来的

にあるべき姿というものから、要は、復興に

関してゼロベースから検討をされていくの

か、今現在、ある程度復興に関しての目指す

べき姿というものがあって、それに基づいて

３部会を設置し、復興計画を策定する予定な

のか、そこのところをいま一度答弁をお願い

いたします。

もう１点、今回の三沢市での防災対応等に

係る総括ということでありますが、現在、各

部におきまして検証中で、検証会議を設置し

まして、随時、マニュアルの見直しをはじめ

といたしまして進めていくというような御答

弁内容であったであろうと思いますけれど

も、そうしますと、検証会議というものは、

もちろん市内部の組織なのか、それとも、こ

れはまた復興対策委員会とは別個の組織をつ

くって検証して、そして、検証した結果に基

づいて、それぞれ見直しを図っていく項目等

があると思うのですけれども、今後、そう

いったものを総括的に管理するような仕組み



― 62 ―

ができるものなのか、それとも、検証会議で

検証したものを、あとは各部で、あなたたち

で考えていきなさいというやり方をするのか

というところですね。

そしてもう一つは、当然、最終的には防災

計画の見直しというというところ、これは本

日、これまでのほかの議員の皆様からも御質

問がありましたが、最終的には防災計画の見

直しというものに進んでいくわけであります

けれども、その防災対策の見直しの部分は、

先ほどのお話ですと、復興に関する委員会で

も何らかの形でつなげていきたいということ

でありますので、防災計画の見直しと復興に

関する委員会での検討結果、どのような形

で、どこでつながっていくのかということに

ついて、再度答弁をいただけますでしょう

か。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 復興委員

会の再質問にお答えいたします。

ゼロベースでスタートするのかということ

でございますが、設置しようとしている３部

会、防災対策等検証部会、それと漁港等復興

支援部会及び生活支援相談部会の３部会を考

えておりますが、これらの中で防災対策等検

証部会につきましては、既に総務部が中心と

なりまして、各部にどういう課題があった

か、今後どうしたいのか、そういうものを照

会して、回収しております。その分析作業を

今しておりまして、それが固まると、部会で

の意見がほぼ固まるような形になると思いま

す。

さらに、漁港等復興支援部会につきまして

も、漁業関係者や漁協の方々と話し合いをし

ながら、どういう順番で、何を先にやってい

くか、何を後にするか、既にあった施設の中

でも、後々必要かどうかを再度考えてみよう

とか、位置については違うほうがいいのでは

ないとか、そういう作業を既に着手しており

ます。工事等も専決で予算が成立して、発注

できる状態になったものについては発注して

おります。

ですから、部会の意見が固まるとともに、

策定部会の考え方も固まっていくと。ゼロか

らではなくて、既に個々に動いているものを

集約する形で、それぞれの整合性を図ってい

くという考えでおります。

防災計画の見直しとの関連ですけれども、

防災計画の部会とは別個の組織でございま

す。復興委員会の全体像の中で得た結論を防

災対策等検証部会、ここが中心になります

が、ここに投げかけていきたいと。ここと防

災計画の見直し作業の主体とがかなりダブっ

てくるものと、今、イメージですけれども、

そういうイメージでおります。

生活支援相談部会につきましても、民生部

が中心になりまして、いろいろな相談を受け

たり、義援金の配分を決めたり、そういうこ

とを現在行っておりますので、これも継続し

ながら、取りこぼしたところがあれば、この

委員会で指摘しながら吸い上げていくような

作業がなされるものと考えております。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁漏れはな

いですか。

○６番（鈴木重正君） 全く別個の組織かど

うかを。

○副議長（小比類巻雅彦君） 政策財政部

長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 防災計画

の組織と復興委員会の組織は、全く別個の組

織であります。

地域防災計画の委員会のメンバーは、内部

の組織であります。復興委員会のメンバー

は、内部の職員と外部の方を入れた組織にな

ります。

以上であります。

○副議長（小比類巻雅彦君） ６番。

○６番（鈴木重正君） そうしますと、復興

に関する委員会については、これまでやって

きているものをベースに、今後どのような、

漏れがないかどうかという部分をそれぞれの

部会で検討して、最後、復興計画というもの
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を策定していくという中で、ただいまの、今

のさまざまな震災に対する検証については、

検証会議というものの中で検証して、その結

果については、これもちょっと答弁が、私が

聞き逃したのどうかわからなかったですけれ

ども、どこが管理してそれぞれやっていくの

かという部分、お答えを私、聞き漏らしたの

かもしれませんけれども。

いずれにしても、地域防災計画はわかりま

した。地域防災計画を見直す別なチームがあ

ります、これは市役所内部でつくりますと。

そこに外部の委員の方々も入れた復興に関す

る委員会から、防災計画についても助言とい

うのか、検証結果に基づいていろいろ検討し

たことを反映させていくという、多分、今の

お話を聞くと、そういう仕組みを考えておら

れるのかなということではないかと思います

けれども。

私は何を言いたいかというと、復旧は、も

ちろんこれまでも、私も見てわかっています

けれども、迅速に、本当に速やかにさまざま

なことに着手をしております。三沢市は漁港

の関係をはじめとしてですね。

その中で、しからば、ここまでは復旧、こ

こからは復興という部分が絶対出てくると思

うのです。それをトータルで、全部を一体と

して私はとらえて、その中で、ここまで復旧

は終わって、こういう状況だからこそ、復興

を、こういう姿を目指すべき復興について、

今後どうしていこうかという中で、さらに、

市の対応等の検証も踏まえて、防災計画等も

見直していくという一連のスキームという

か、体制というものを、やはり私は明確に、

今、市はこういう形で、こういうスキームで

震災に取り組んでいるのだということを明確

に、市民の皆さんにもわかりやすく示してい

く、それが今、市民の皆さんが望んでいるこ

とではないのかなと私は思っております。

大変残念なことに、やっていることは、本

当に個々ではいろいろなことをやっている。

これは、本当に私も頭が下がる思いでありま

すけれども、しかしながら、残念ながら、

トータルでどうなのですかと言われたとき

に、あっちではどうの、こっちではこうだ、

何となくこれがつながっていくのか、つな

がっていかないのかというような状態にある

のではなかろうかと思っております。

そこで、もう一度、最後なのですけれど

も、しっかりとしたスキーム、説明を何らか

の形で、今後、市民の方々に明確に示してい

くお考えというものがあるか、ないか。も

し、ないということであれば、ぜひ検討して

いただきたいと思いますが、そこに関するお

考えをお伺いいたします。

○副議長（小比類巻雅彦君） 答弁願いま

す。

政策財政部長。

○政策財政部長（米田光一郎君） 復興委員

会と防災会議の関連性等については、鈴木議

員がおっしゃる認識のとおりでございます。

それらが市民の方にわかりにくいものですか

ら、復興委員会を立ち上げるとともに、広報

等で相互の組織の関連性とか、実施時期等に

ついて、明確にわかりやすいように広報いた

したいと考えております。

以上でございます。

○副議長（小比類巻雅彦君） 以上で、６番

鈴木重正議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（小比類巻雅彦君） 本日は、これ

をもって散会いたします。

なお、明日も引き続き、一般質問を行いま

す。

午後 ３時５０分 散会


